
Ⅰ　施策の実施状況

１　施策全体の事業費

２　成果指標の達成状況

３　施策の進捗状況

施策番号 10

施策評価シート（評価対象年度：令和元年度）

基本政策 2 健康・福祉

第１号被保険者（65歳以上）の要介護（要支援）認
定率

％ 18.3 17.6 17.9 17.9 18.0 17.5

実現に向けた取組

①介護予防と生きがいづくり
②介護サービス・生活支援サービスの提供
③サービスの提供体制の整備
④安心して暮らし続けることができる環境整備

施策担当課・係 福祉介護課 介護保険係・地域包括支援センター係

施策関係課・係 福祉介護課 地域福祉係

施策名 10 高齢福祉

10年後のまちの姿
○介護サービスや家族・地域の支えによって、高齢になっても自分らしく、いつまでも住み慣れた地域で生活できるまちに
なっています。

施策展開の
基本的な考え方

　行政は、関係機関・事業者の協力を得ながら、拡大する高齢福祉のニーズに対応した住まい・医療・介護・介護予防・生活
支援を一体的に提供する体制（地域包括ケアシステム）を構築します。
　市民等は、生活支援や介護予防等の担い手として可能な範囲で活動するとともに、こうした資源を活用しながら自己管理に
努めます。

令和3年度平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指標 単位 基準値 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

32 32 30うち、事務事業評価対象

87.2 87.3 86.2 87.5

令和8年度
最終目標

住民主体で設置した介護予防のための「通いの場」
数〔累計〕

か所 5 15 24 27 20 30

令和3年度
中間目標

90.0

事務事業数 61 60 60

○ 概ね順調

事業費（千円） 3,309,599 3,458,494 3,572,508

介護サービス利用者の居宅介護サービス利用者の割
合

％ 63.2 61.8 61.6 60.5

要介護（要支援）認定者の介護サービス利用者の割
合

％ 85.6

・認定率や要介護（要支援）認定者の介護サービス利用者の割合は概ね順調に進んでいるが、介護サービス利用者の居宅介護サービス利用
者の割合においては、やや進捗に遅れがある。
・通いの場については、介護予防に資する「通いの場」の活動が地域で広がり、既に中間目標値を上回る数値となっている。

・「通いの場」の継続実施箇所が年々増加している要因としては、市報や講演会の場での普及啓発の他、地域が高齢化や高齢者のみ世帯の
増加を課題として認識し、その対策として「通いの場」を導入していることが考えられる。
・認定率については、介護予防に対する積極的な取組により概ね順調に進んでいる。
・要介護（要支援）認定者の介護サービス利用者の割合については、制度の周知や真にサービス利用が必要な方への働きかけ等により概ね
順調に進んでいる。
・介護サービス利用者の居宅介護サービス利用者の割合については、近隣市町の特養等に入所枠が増えたこと等による施設介護サービス利
用者の増加により減少していることが考えられる。

64.0 65.0

達成度

成果指標による
現状分析

達成度の
判断根拠



４　取組の状況と今後の方向性

これまでの主な取組と実績

主な課題と今後の対応

② 介護サービス・生活支援サービスの提供

① 介護予防と生きがいづくり

施策の内容

体等への支援を行います。

実施します。

・ボランティア研修会、介護予防リーダー養成講座を実施し、地域において介護予防を実践できる地区組織及び人材の育成支援を行った。
・住民運営による通いの場の立ち上げ及び継続支援を行った。
・社会福祉協議会や健康づくり課と連携し、サロン等の地域活動の立ち上げ及び継続支援を行った。
・健康づくり課と協働でポールウォーキング教室を実施し、移動能力の低下を来した高齢者の活動量増加と社会参加を促した。
・健康づくり課と協働で認知機能低下予防教室を実施し、併せて教室終了後の自主活動につながるよう支援を行った。
・介護予防に資する運動プログラムを４地区の拠点で実施し、高齢者の生きがいづくりに繋げた。

主な課題と今後の対応

・介護予防リーダーの育成や地区組織の立上げ支援等により、介護予防活動を実践する地域が増えている一方、活動がなかなか進まない地域や継続が難しい地域も
存在する。今後も介護予防リーダー養成講座の継続実施や、講演会及び市報等での普及啓発により、介護予防への意識が高い住民を増やし、地域の介護予防への意
識の醸成を図っていく。
・健康づくり課や生涯学習・生涯スポーツ等の関連する分野の取組と連携することで、高齢者の介護予防と生きがいづくりを多方面からアプローチすることができ
たが、類似した内容の事業が重複して実施されている場合もあった。今後は、協働で取り組むべき事業と各部署の特色を活かした事業を精査し、効率的に事業運営
がされるようにしていく。

施策の内容

供を目指します。

これまでの主な取組と実績

・小規模多機能型居宅介護サービスについては、市内３事業所でサービスを提供した。また、地域支え合い体制に取組む自治会がボランティアスタンプと連動させ
て地域課題に取り組み始めた
・買物前後の移送支援の実施に向けて、NPO法人と具体的な取組方法について検討を行った（令和元年度サービス開始）。
・福祉有償運送運営協議会を立ち上げ、買物前後の移送支援サービスにおいて福祉有償運送を開始した。
・「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」「介護保険サービス利用意向調査」を実施し、市民の介護サービス・生活支援サービスの必要性について調査した。
・施設整備については、次期介護保険事業計画策定に向け検討する。

・自治会やボランティア組織による住民の支え合い活動が増加している一方、支援が必要な高齢者にサービスが行き届いていない現状がある。まずは地域の生活課
題及び生活支援サービス等の社会資源を把握し、サービス提供者と生活支援を求める市民とのマッチングや必要に応じて新たな生活支援サービスの創出に努める。
また、ボランティアの研修も継続実施していく。



５　施策の今後の方針

施策方針 ○ 維持

施策方針に関する
説明

・令和3年度から令和5年度までの介護保険等の施策方針を定めるため、第8期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に取り組む。
・第3期胎内市地域福祉計画・第4次胎内市地域福祉活動計画に基づき、地域支え合い活動を推進していく。
・介護予防リーダーの育成や地区組織の立ち上げ支援等により、介護予防への意識が高い住民の増加と地域づくりに取り組んでいく。

これまでの主な取組と実績

・地域福祉懇談会を開催し、自治会の地域課題と取組みについて、意見交換や情報共有を図った。（平成３０年度３か所開催）また、福祉介護課で作成した要援護
者リストを、自主防災に取組む自治会長に提供した。
・地域支え合い体制づくり事業で、新たな支え合い活動団体に対して補助金を交付した（4団体）
・地域の自主防災に取組む自治会長に対して、民生委員等に調査していただいた要援護者訪問調査リストを提供した。
・民生委員等による、高齢者宅への訪問活動を推進した。
・住宅改修については９２件

主な課題と今後の対応

・地域懇談会については、平成３０年度は３か所開催した。
・令和2年4月に策定した、第3期胎内市地域福祉計画・第4次胎内市地域福祉活動計画に基づき、推進目標である「みんなで支え合う安心・快適な暮らしの実現」に
向け、いざという時の助け合いの仕組みづくりや、身近な場所で何でも相談できる体制づくりを、胎内市社会福祉協議会と共にサポートする。
・地域福祉懇談会と協働座談会の区別が住民につきにくいため、地域福祉懇談会の持ち方を検討する必要がある。
・以前、市内に１か所あったサービス付き高齢者住宅は廃止となり、市内には無いが他の施設等で対応できており、影響や利用ニーズは少ないことから当面整備の
必要性はない。
・サービス付き高齢者住宅開設は県の所管であるが、相談の時点で事業者の計画性や経営能力が適正なものか見定める。
・住宅改修については、今後も促進を図っていく。

・「福祉まるごと相談窓口」を開設した。（令和元年度）
・認知症への理解を深めるため、認知症講演会や地域・学校での認知症サポーター養成講座を実施した。
・黒川地区、旧本条小学校区、東本町地区において認知症徘徊模擬訓練を市民、地域包括支援センター、介護保険事業所、黒川病院、警察署等と連携を取りながら
実施し、認知症の人への対応等を検討した。
・「在宅医療・介護連携推進事業」について、医師会、新発田市、阿賀野市、聖籠町と連携しながら取り組んだ。
・生活支援コーディネーターを委嘱し高齢者の生活支援、介護予防サービスの体制整備推進を図った。
・多様な主体で構成される協議体において、多様な日常生活の支援体制の充実のための課題整理や支援体制方法について検討を行った。

主な課題と今後の対応

・「福祉まるごと相談窓口」で対応している複合化・複雑化した問題の解決のため、関係機関との連携体制の強化に取り組んでいく。
・高齢者の生活実態及び各地域の生活課題やニーズの整理を今後も継続し、地域に不足するサービス等の資源開発に努めていく。

施策の内容

取り組みます。

者向け住宅等の整備を検討します。

④ 安心して暮らし続けることができる環境整備

③ サービスの提供体制の整備

施策の内容

ケースに対応する地域ケア会議の開催等に取り組みます。

これまでの主な取組と実績



Ⅱ　施策を構成する事業等

240110 敬老事業 7,012 7,012 8,670 8,670 △ △ ③ ⑥ 福祉介護課

240111 老人クラブ助成事業 3,335 1,384 3,471 1,495 ○ △ ③ ③ 福祉介護課

240120
地域介護予防活動支援事業〔介護保険事業特別会
計〕

11,524 1,440 11,914 2,728 ◎ ○ ② ② 福祉介護課

240121
介護予防普及啓発事業（福祉介護課）〔介護保険事
業特別会計〕

2,082 260 2,517 514 ◎ ○ ③ ③ 福祉介護課

240122
一般介護予防事業評価事業〔介護保険事業特別会
計〕

78 10 306 70 ◎ ○ ③ ③ 福祉介護課

240130
介護予防普及啓発事業（健康づくり課）〔介護保険事
業特別会計〕

111 14 0 0 ○ △ ⑦ ⑦ 健康づくり課

240210 緊急通報装置設置事業 6,466 6,466 7,160 7,160 ○ ○ ③ ③ 福祉介護課

240211 寝具乾燥消毒サービス事業 222 221 377 376 ○ ○ ③ ③ 福祉介護課

240212 軽度生活援助事業 1,205 792 2,792 2,312 ○ ○ ③ ③ 福祉介護課

240214 外出支援サービス事業 3,929 3,929 3,180 3,180 △ ○ ③ ③ 福祉介護課

240217 社会福祉法人利用者負担額減免措置事業 999 250 1,021 256 ○ ○ ③ ③ 福祉介護課

240218 介護予防支援事業 1,673 0 2,805 147 ◎ ○ ② ② 福祉介護課

240253 介護相談員派遣事業〔介護保険事業特別会計〕 1,371 315 1,556 357 ○ ○ ② ② 福祉介護課

240254 紙おむつ給付事業〔介護保険事業特別会計〕 8,127 1,564 9,718 2,235 ○ ○ ⑤ ⑤ 福祉介護課

240261
介護予防・日常生活支援総合事業（訪問型サービス）
〔介護保険事業特別会計〕

17,139 2,143 18,716 4,300 ○ ○ ③ ③ 福祉介護課

240262
介護予防・日常生活支援総合事業（通所型サービス）
〔介護保険事業特別会計〕

32,148 4,019 34,216 7,667 ○ ○ ③ ③ 福祉介護課

240263
介護予防ケアマネジメント事業〔介護保険事業特別会
計〕

4,828 604 5,162 1,187 ◎ ○ ② ② 福祉介護課

240310 成年後見制度利用支援事業 0 0 445 102 ○ ○ ③ ③ 福祉介護課

240320
介護予防・生活支援拠点管理事業〔介護保険事業特
別会計〕

1,762 221 1,806 415 ◎ ○ ③ ③ 福祉介護課

240321 包括的支援事業〔介護保険事業特別会計〕 43,665 8,407 46,208 10,627 ○ ○ ③ ③ 福祉介護課

240322 認知症高齢者見守り事業〔介護保険事業特別会計〕 2,806 541 3,185 732 ○ ○ ② ② 福祉介護課

240323 認知症総合支援事業〔介護保険事業特別会計〕 9,026 1,739 8,831 2,031 △ ○ ② ② 福祉介護課

240324 介護予防把握事業〔介護保険事業特別会計〕 94 12 177 40 ◎ ○ ③ ③ 福祉介護課

240325
地域リハビリテーション活動支援事業〔介護保険事業
特別会計〕

8,972 1,122 9,712 2,233 ◎ ○ ③ ③ 福祉介護課

240326 生活支援体制整備事業〔介護保険事業特別会計〕 8,872 1,709 9,364 2,151 ◎ ○ ② ② 福祉介護課

240327 地域ケア会議推進事業〔介護保険事業特別会計〕 365 72 574 132 ○ ○ ③ ③ 福祉介護課

240411 老人福祉施設入所措置事業 92,915 73,475 98,320 79,000 ◎ △ ③ ③ 福祉介護課

249913
胎内市高齢者及び障害者向け安心住まいる整備補
助事業

691 347 999 512 ◎ ○ ③ ③ 福祉介護課

249914 福祉交流センター運営事業 3,519 3,519 3,357 3,357 △ ○ ② ② 福祉介護課

249915 老人医療費助成事業 75 35 122 62 △ × ③ ③ 福祉介護課

事業
コード

事務事業名
R1

事業費
R2

当初予算額
達成度

二次評価
今後の
方向性

主な事業 担当課うち
一般財源

うち
一般財源

一次評価
今後の
方向性

施策目標
に対する

貢献



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 03

中 01 項 01

小 10 目 03

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

事業の取組状況

1,895 1,938

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

法令による義務付け 任意 関連条例 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

0 0 0 0

12,345 12,772 7,012 8,670

14,224 14,667

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

○

主な
実施内容

・敬老会の開催
・金婚式の開催
・長寿顕彰（88歳祝品、100歳50,000円）
・表敬訪問(新規100歳）

令和2年度 令和3年度

△

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 △

△

△

△

事業コード 240110

事務事業名 敬老事業
担当課 福祉介護課

民生費

施　策 10 高齢福祉
介護予防と生きがいづくり 社会福祉費

敬老事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

老人福祉法の趣旨に則り、高齢者の長寿をたたえ、敬老の意を表す
ることを目的として敬老会の開催、長寿顕彰、金婚式を開催する。

達成度

平成29年度

事務区分

臨時(h) 90 90 90

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

実績

算出方法

12,345 12,772 7,012 8,670

総事業費＋人件費

正(h) 980 980 980

1,879

0

人件費（千円）

8,950

0 0 0

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

敬老会出席
者人数

目標 1,100人 1,100人 1,100人 850人 850人

実績

名称
敬老会出席
者人数

敬老会出席
者人数

敬老会出席
者人数

敬老会出席
者人数

882人

23%

78.3%

23% 23% 18% 18%

18%

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

871人 855人

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

○ △ △

83.0% 78.3%

成
果
指
標

名称
敬老会出席
率

敬老会出席
率

敬老会出席
率

敬老会出席
率

敬老会出席
率

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

報償費　長寿顕彰表彰費等　2,100千円
食糧費　弁当・飲み物　　　1,737千円
役務費　通信運搬費等　　　　611千円
使用料及び賃借料　　　　　2,013千円

達成度の
判定理由

対象者は前年より増加しているが、参加者は減少している。

今後の方向性 ⑥

所
見

コロナ禍の影響等を考慮し、今後の敬
老会の開催について見直しを検討す
る。

休廃止

目標比

18%実績 19%

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

△

改革改善の実施状況（平成29年度～）

・長寿顕彰
長寿顕彰条例を改正し、対象者を及び祝金の額を引き下げたことにより経費を
削減した(令和元年度から)
・敬老会
弁当単価の引き下げ、来場者記念品の廃止、会場準備を一部直営とすることで
経費を削減した(令和元年度から)
会場を変更し、会場準備等に係るコスト等の削減を図った。(令和2年度から)

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

令和2年度の敬老会はコロナ感染拡大防止の為、やむを得ず中止となっ
たが、来年以降も3密を避けることが新しい生活様式になると、現在の
ような全市で行う敬老会の開催は難しいと思われる。今後は、敬老会
の実施形態を含め、他市町村の状況を比較しつつ、事業全体のあり方
を検討していく必要がある。
金婚式については、対象者の自己負担も検討していく必要がある。

今後の方向性 ③

令和2年度 令和3年度

－

平成29年度 平成30年度



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 03

中 01 項 01

小 11 目 03

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

84.1% 81.8%

成
果
指
標

名称
65歳以上の
会員割合

65歳以上の
会員割合

65歳以上の
会員割合

65歳以上の
加入率

65歳以上の
加入率

目標 22%

84.3%

22% 21% 18% 18%

目標比

実績 18.5% 18.0% 17.70%

会員数

目標 2,200人 2,200人 1,820人 1,800人 1,800人

実績

名称 会員数 会員数 会員数 会員数

1,856人 1,816人 1,798人

事業の方向性（案）

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

3,581 3,506 3,411

実績

臨時(h) 0 0 0

30 30 40

0 0

0 0 0 0

55 56 76

1,651 1,535 1,384 1,495

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業の点検項目

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○

1,875 1,915 1,951 1,976

3,526 3,450 3,335 3,471総事業費（千円）

○

0 0

事業コード 240111

事務事業名 老人クラブ助成事業
担当課 福祉介護課

民生費

施　策 10 高齢福祉
介護予防と生きがいづくり 社会福祉費

老人クラブ助成事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係

達成度

事業の
目的・概要

老人福祉の増進に寄与するため、老人クラブ連合会及び市内の各老
人クラブが行う事業に対して補助金を交付する。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○ ○ ○

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

高齢者保健福祉計画

老人福祉法第13条

胎内市老人クラブ事業費補助金交付要綱 関連計画

実施方法 補助・負担

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

事業の取組状況

○

・市の老人クラブ連合会（1団体）へ補助金の交付
・市内の集落単位老人クラブへ補助金の交付
（胎内市社会福祉協議会に老人クラブ連合会の事務局があり事務を
行っている）

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

・老人クラブ助成事業費補助金
　　老人クラブ連合会　　720千円
　　単位老人クラブ　　2,615千円

達成度の
判定理由

会員数は減少しているが、地域の訪問活動や清掃等の奉仕活動が社
会貢献につながると同時に会員の健康と生きがいづくりにつながっ
ている。

協働または民間への外部
化が不可能な理由

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ③

所
見

妥
当
性

効
率
性

改革改善の実施状況（平成29年度～）

会員数は減少しているが、地域の訪問活動や清掃等の奉仕活動が社会貢献につ
ながると同時に会員の健康と生きがいづくりにつながっている。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

老人クラブ会員の減少が課題となっているため、今度も市として補助
をすることにより活動の継続を支援していく。
このことにより、健康の維持や地域支え合い活動の推進にも繋がる。

今後の方向性 ③

△

老人福祉法第13条により市が実施する努力義務が
定められている。

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

×

×

△

－

平成29年度 平成30年度 令和元年度

算出方法



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 01 項 02

小 20 目 01

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

事業の取組状況

906 931

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

介護保険法

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

5,230 3,442 4,321 4,449

8,109 9,178 11,524 11,914

8,845 10,084

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

×

主な
実施内容

・介護予防リーダー育成
・地域の介護予防活動支援
・「通いの場」立ち上げ及び継続支援

令和2年度 令和3年度

△

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 一部

実施

一部
実施

○

○

事業コード 240120

事務事業名 地域介護予防活動支援事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
介護予防と生きがいづくり 一般介護予防事業費

地域介護予防活動支援事業 一般介護予防事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

 介護保険法に規定する地域支援事業の対象事業。
 高齢者が参加しやすい身近な地域に活動の拠点をつくり、地域の
人とのつながりを持ち、気軽に楽しみながら介護予防に取り組むこ
とができるようにする。

達成度

平成29年度

事務区分

臨時(h) 0 0 0

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

実績

算出方法

1,014 1,147 1,440 2,728

総事業費＋人件費

正(h) 400 488 490

736

1,865

人件費（千円）

12,455

4,589 5,763 4,737

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

介護予防
リーダーに
よる地域活
動支援延人
数

目標 250人 270人 290人 300人 350人

実績

名称

介護予防
リーダーに
よる地域活
動支援延人
数

介護予防
リーダーに
よる地域活
動支援延人
数

介護予防
リーダーに
よる地域活
動支援延人
数

介護予防
リーダーに
よる地域活
動支援延人
数

315人

63か所

125.4%

65か所 67か所 69か所 75か所

76か所

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

434人 444人

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

◎ ◎ ◎

109.5% 116.9%

成
果
指
標

名称

把握してい
る介護予防
活動を行う
地域の活動
か所数

把握してい
る介護予防
活動を行う
地域の活動
か所数

介護予防活
動を行う地
域の把握活
動箇所数

介護予防活
動を行う地
域の把握活
動箇所数

介護予防活
動を行う地
域の把握活
動箇所数

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋委託

財源「その他」 内訳 第１号介護保険料、第２号介護保険料

事業費の
主な支出内容

需用費（129千円）、報償費（480千円）、委託料（8,268千円）

達成度の
判定理由

介護予防リーダー育成と、住民運営による介護予防の取組み「通い
の場」の立ち上げ及び継続支援を行ったことにより、活動箇所は増
えている。住民主体の取組が増え、住民の介護予防活動の意識は高
まっている。

今後の方向性 ②

所
見

休廃止

目標比

84か所実績 69か所

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

○

改革改善の実施状況（平成29年度～）

　新たな介護予防リーダーの育成や既に活動している介護予防リーダーへの支
援を通して、介護予防リーダーの資質向上と積極的な介護予防活動支援への参
加を促した。
　住民運営による介護予防に資する取り組み「通いの場」の継続支援を行い、
やる気や意欲を高め、継続した活動となるよう活動推進を行った。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　人口減少、高齢社会の現状から、自助と互助を活かした地域におけ
る介護予防の取り組みを進めていく必要がある。
 介護予防に効果が高い「運動」と「社会参加」を軸とし、地域で歩い
て行ける身近な場に、住民運営による介護予防の取組み「通いの場」
が点在することが望ましく、立ち上げ支援と継続支援を拡充していく
必要があるため、関係機関との連携強化と地域の多種多様な社会資源
を把握しながら取組を推進するとともに、専門スタッフの確保や研修
等を行い資質の向上に努めていく。
　介護予防リーダーは、専門職では支えきれない部分をサポートする
介護予防活動の重要な担い手である。個人の介護予防から地域支援を
視野に入れた取組までを学べる講座を実施し、地域の担い手育成を継
続して行っていく。

今後の方向性 ②

令和2年度 令和3年度

－

平成29年度 平成30年度



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 01 項 02

小 21 目 01

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費

○ ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

○

改革改善の実施状況（平成29年度～）

・平成30年度、NPO法人に「太極拳教室」「筋力トレーニング教室」を委託。
・令和元年度からは上記２事業をNPO法人の事業へ移行した。
・「これからの介護予防」と題して市報に連載し、市民に広く介護予防に関す
る知識の普及啓発を行った。
・他課や関係機関と連携し、より身近な地域等で介護予防の取組が継続できる
よう、実践指導を行った。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　今後も、高齢者の健康寿命延伸に向け、高齢者が自主的に介護予防
に取組むことことが大切であり、介護予防の必要性や実践指導等、介
護予防に関する知識の普及啓発を更に行っていく必要がある。
　各部署の特色を活かし、効果的で効率的な事業が実施できるよう、
引き続き他課や関係機関と連携強化していく。

今後の方向性 ③

令和2年度 令和3年度

1,404円 1,217円 516円

○

平成29年度 平成30年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋委託

財源「その他」 内訳 第１号保険料、第２号保険料、利用料

事業費の
主な支出内容

報償費（237千円）、需用費（399千円）、委託料（670千円）

達成度の
判定理由

成果指標である教室延参加人数が目標を上回ったため。

今後の方向性 ③

所
見

休廃止

目標比

3,129人実績 2,905人

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

126回 166回

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

◎ ◎ ◎

115.0% 104.6%

成
果
指
標

名称
教室参加延
人数

教室参加延
人数

教室参加延
人数

介護予防教
室、講演会
参加延人数

介護予防教
室、講演会
参加延人数

目標 2,530人

156.5%

2,530人 2,000人 1,500人 1,550人

2,647人

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

介護予防教
室、講演会
実施回数

目標 132回 132回 66回 50回 50回

実績

名称
教室実施回
数

教室実施回
数

教室実施回
数

介護予防教
室、講演会
実施回数

134回

実績

算出方法

603 493 260 514

総事業費＋人件費

正(h) 316 320 300

582

1,110

人件費（千円）

2,652

1,971 1,042 1,165

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

　介護予防に関する講演会や広報活動、教室の開催等を通じ、介護
予防の必要性や実践指導等、介護予防に関する知識の普及啓発を行
う。
　また、すこやか教室卒業生の会の実施の他、各種介護予防のため
の教室を実施する。

達成度

平成29年度

事務区分

教室参加者一人当たり費用
（総事業費‐利用料）/教室参加者延人数

臨時(h) 78 80 80

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

事業コード 240121

事務事業名
介護予防普及啓発事業（福祉介護課）〔介護保険事業
特別会計〕

担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
介護予防と生きがいづくり 一般介護予防事業費

介護予防普及啓発事業（福祉介護課） 一般介護予防事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

×

主な
実施内容

・介護予防に関する講演会等の実施
・すこやか教室卒業生の会、介護予防教室実施

令和2年度 令和3年度

○

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 一部

実施

一部
実施

○

○

3,111 1,478 780 838

4,824 3,942 2,082 2,517

5,406 4,536

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

594 570

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

介護保険法

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 01 項 02

小 22 目 01

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

○

改革改善の実施状況（平成29年度～）

・国、県が指定する「総合事業の事業評価」を実施し、評価結果に基づき事業
の改善を図った。
・県や新潟医療福祉大学の協力を得ながら、「住民主体の通いの場」の効果に
ついて検証を行っている。この結果を踏まえ、令和元年度介護予防講演会に
て、介護予防の効果について報告した。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　介護保険事業計画で定める各事業の達成状況を検証することにより
総合事業全体を評価している。引き続き、国・県が指定する「総合事
業の事業評価」を年度ごとに実施し、評価結果に基づき事業の改善を
図っていく。
　また、一般介護予防事業で積極的に取組んでいる「住民主体の通い
の場」の効果については、県や新潟医療福祉大学の協力を得ながら平
成30年度末から検証を行っている。今後の事業の実施方法について引
き続き検討していく。

今後の方向性 ③

令和2年度 令和3年度

－

平成29年度 平成30年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施

財源「その他」 内訳 第１号介護保険料、第２号介護保険料

事業費の
主な支出内容

委託料（49千円）

達成度の
判定理由

評価実施率は100％であり、高齢者の介護予防に繋がっている。

今後の方向性 ③

所
見

休廃止

目標比

100%実績 100%

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

45時間 45時間

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

◎ ◎ ◎

100.0% 100.0%

成
果
指
標

名称 評価実施率 評価実施率 評価実施率 評価実施率 評価実施率

目標 100%

100.0%

100% 100% 100% 100%

100%

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

事業評価に
かかる時間

目標 45時間 45時間 45時間 45時間 45時間

実績

名称
事業評価に
かかる時間

事業評価に
かかる時間

事業評価に
かかる時間

事業評価に
かかる時間

45時間

実績

算出方法

6 10 10 70

総事業費＋人件費

正(h) 45 45 45

83

11

人件費（千円）

163

39 39 122

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

　介護保険法に規定する地域支援事業の対象事業。
　一般介護予防事業を含めた総合事業全体を評価し、介護保険事業
計画において定める目標値の達成状況等の検証を行い、評価結果に
基づき事業全体の改善を行う。

達成度

平成29年度

事務区分

臨時(h) 0 0 0

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

事業コード 240122

事務事業名 一般介護予防事業評価事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
介護予防と生きがいづくり 一般介護予防事業費

一般介護予防事業評価事業 一般介護予防事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

○

主な
実施内容

平成30年度に実施した介護予防・日常生活支援総合事業に関して、
国・県指定の内容に従って評価を実施。

令和2年度 令和3年度

○

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 ×

×

○

○

市で実施することを介護保険法で定められている
ため

32 29 29 114

49 78 78 306

132 162

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

84 85

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

介護保険法

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 01 項 02

小 30 目 01

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

×

改革改善の実施状況（平成29年度～）

・地域で活躍する人材の育成として、介護予防リーダーの養成講座と元気ふれ
あい広め隊の養成講座、ヘルスメイト養成講座を一緒に開催し、健康づくりの
基本的な考えなど地域で活動することが大切なことなど共有し、講師謝礼など
も削減している。
・地区の健康教育・相談を通して、地区の担当保健師が地域ぐるみで健康づく
りに取り組む意識を高めた。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

・健康づくり課の実施している地区の健康教育・相談は、参加者のほ
とんどが高齢者である。現在、福祉介護課地域包括支援センター係、
社会福祉協議会の実施している介護予防事業で、通いの場、地域のサ
ロン支援等を実施し、市民の介護予防を積極的に行っている。よっ
て、事業は廃止し令和3年度からの医療、介護、保健事業の一体化実施
に向けて、従来の事業の組み立てを検討をしていく予定である。

今後の方向性 ⑦

令和2年度 令和3年度

△

平成29年度 平成30年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施

財源「その他」 内訳 第1号介護保険料、第2号介護保険料、利用料

事業費の
主な支出内容

時間外勤務手当　79千円、旅費　2千円、消耗品　30千円

達成度の
判定理由

地区での健康教育・相談の実施回数は年々減少し、公表している地
域サロン等の活動箇所数は目標を達成している。

今後の方向性 ⑦

所
見

休廃止

目標比

76か所実績 67か所

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

139回 112回

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

◎ ○ ○

104.7% 107.4%

成
果
指
標

名称

公表してい
る地域サロ
ン等の活動
箇所数

公表してい
る地域サロ
ン等の活動
箇所数

公表してい
る地域サロ
ン等の活動
箇所数

公表してい
る地域サロ
ン等の活動
箇所数

目標 64か所

116.9%

67か所 65か所 65か所

72か所

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標 目標 150回 150回 150回 150回

実績

名称

地区での健
康教育・相
談の実施回
数

地区での健
康教育・相
談の実施回
数

地区での健
康教育・相
談の実施回
数

地区での健
康教育・相
談の実施回
数

158回

実績

算出方法

46 29 14 0

総事業費＋人件費

正(h) 414 370 0

762

186

人件費（千円）

111

120 56 0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

高齢者が参加しやすい身近な地区の公会堂等を会場に、健康づくり
や介護予防活動等の健康教育、健康相談を実施する。

達成度

平成29年度

事務区分

臨時(h) 0 0 0

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

事業コード 240130

事務事業名
介護予防普及啓発事業（健康づくり課）〔介護保険事
業特別会計〕

担当課 健康づくり課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
介護予防と生きがいづくり 一般介護予防事業費

介護予防普及啓発事業（健康づくり課） 一般介護予防事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 元気応援係

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

×

主な
実施内容

地区担当保健師や各地域包括支援センターが、地区の役員等と相談
しながら、身近な地区の公会堂等を会場に、市民の健康づくりや介
護予防活動等の健康教育、健康相談を実施する。

令和2年度 令和3年度

×

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 実施

×

△

△

保健師が担当地区の保健活動の一環として実施し
ているため、委託にそぐわない。

140 86 41 0

372 235 111 0

1,134 922

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

687 0

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

健康たいない21

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

介護保険法

法令による義務付け 任意 関連条例 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 03

中 02 項 01

小 10 目 03

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

事業の取組状況

46 47

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

高齢者保健福祉計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

法令による義務付け 任意 関連条例 胎内市緊急通報装置設置事業実施要綱 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

0 0 0 0

6,299 6,273 6,466 7,160

6,345 6,319

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

○

主な
実施内容

・緊急通報装置設置委託　 実利用者　139件
・徘徊高齢者感知システム設置　1件
・年間異常信号受信件数　171件
・緊急出動件数　　　　　 5件

令和2年度 令和3年度

○

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 ×

実施

○

○

事業コード 240210

事務事業名 緊急通報装置設置事業
担当課 福祉介護課

民生費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 社会福祉費

緊急通報装置設置事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

おおむね65歳以上の一人暮らし高齢者で健康面・生活面の条件を満
たす人や経済面の条件を満たす徘徊高齢者を抱える世帯及び徘徊行
動のある認知症高齢者に対し、緊急事態発生時の対策を講ずるた
め、緊急通報装置及び徘徊高齢者感知システムを設置する。

達成度

平成29年度

事務区分

臨時(h) 0 0 0

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

実績

算出方法

6,299 6,273 6,466 7,160

総事業費＋人件費

正(h) 25 25 25

46

0

人件費（千円）

6,513

0 0 0

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

設置人数

目標 142人 142人 142人 142人 142人

実績

名称 設置人数 設置人数 設置人数 設置人数

151人

142人

97.8%

142人 142人 142人 142人

144人

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

144人 139人

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

○ ◎ ○

106.0% 101.0%

成
果
指
標

名称 利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 利用人数

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 委託

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

緊急通報装置設置委託料　6,466千円

達成度の
判定理由

一人暮らし高齢者、身体障害者に対し日常生活を営む上で緊急事態
に対する不安を解消し、併せて緊急事態発生時の対策を講じること
ができた。

今後の方向性 ③

所
見

休廃止

目標比

139人実績 151人

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

○

改革改善の実施状況（平成29年度～）

長期継続契約（5年）でコストは縮減を実現している。
（現行3,780円/1件・月⇒単年度契約4,230円/1件・月）

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

・異常信号の受信により委託業者が急行して緊急搬送し、大事に至ら
ずに済んだケースや、独居高齢者の死亡事例が早期に発見されるなど
有効であるので継続が必要である。
・徘徊高齢者感知システムについては、認知症の方が徘徊する時に身
に着けられる工夫が必要である。
・機器の取付日や取外日の日程調整を事業者と利用者間で直接行うこ
とで、スムーズな日程調整ができると思われることから、検討を行
う。

今後の方向性 ③

令和2年度 令和3年度

－

平成29年度 平成30年度



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 03

中 02 項 01

小 11 目 03

　 ○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

改革改善の実施状況（平成29年度～）

以前は、市内クリーニング事業所と契約していたが、単価が合わないことなど
から、障がい者事業所に委託している。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

このサービスにより要介護者の在宅生活の助長につながっていて、障
がい者の就労支援（じょぶ倶楽部に委託）にも資する事業であるた
め、現行のとおり継続する。

今後の方向性 ③

△

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

実施

実施

○

－

平成29年度 平成30年度 令和元年度

算出方法

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

寝具乾燥消毒サービス事業委託料　222千円

達成度の
判定理由

目標人数は下回ったが、寝たきり高齢者等に対しサービスを提供す
ることにより生活の質の確保や家族の身体的、精神的な負担の軽減
を図ることができた。

協働または民間への外部
化が不可能な理由

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ③

所
見

妥
当
性

効
率
性

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

高齢者保健福祉計画

老人福祉法第13条

胎内市寝具乾燥消毒サービス事業実施要綱 関連計画

実施方法 委託

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

事業の取組状況

○

寝具乾燥消毒サービス　年間延べ利用回数　159回

達成度

事業の
目的・概要

寝たきり高齢者、一人暮し高齢者及び高齢者世帯並びに重度身体障
害者に対し訪問等により寝具の乾燥サービスを提供することによっ
て、これらの者の自立と生活の質の確保を図るとともに、その家族
の身体的、精神的な負担の軽減を図る。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○ ○ ○

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

事業コード 240211

事務事業名 寝具乾燥消毒サービス事業
担当課 福祉介護課

民生費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 社会福祉費

寝具乾燥消毒サービス事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業の点検項目

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○

0 0 0 0

252 200 222 377総事業費（千円）

○

0 0 1 1

0 0 0 0

37 28 28

252 200 221 376

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

289 228 250

実績

臨時(h) 0 0 0

20 15 15

事業の方向性（案）

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

22人

登録人数

目標 25人 25人 25人 25人 25人

実績

名称 登録人数 登録人数 登録人数 登録人数

22人 23人 22人

88.0% 92.0%

成
果
指
標

名称 利用人数 利用人数 利用人数 利用人数 利用人数

目標 25人

88.0%

25人 25人 25人 25人

目標比

実績 22人 23人

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 03

中 02 項 01

小 12 目 03

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

108.0% 109.6%

成
果
指
標

名称 登録人数 登録人数 登録人数 利用件数 利用件数

目標 145人

95.0%

145人 110人 140件 140件

目標比

実績 156人 159人 105人

登録人数

目標 145人 145人 110人 110人 110人

実績

名称 登録人数 登録人数 登録人数 登録人数

156人 159人 105人

事業の方向性（案）

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

委託料÷実施件数

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

16723円 8998円

6,344 4,144 1,395

実績

臨時(h) 0 0 0

130 120 100

413 480

0 0 0 0

239 223 190

4,622 2,741 792 2,312

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業の点検項目

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○

0 0 0 0

6,105 3,921 1,205 2,792総事業費（千円）

○

1,483 1,180

事業コード 240212

事務事業名 軽度生活援助事業
担当課 福祉介護課

民生費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 社会福祉費

軽度生活援助事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係

達成度

事業の
目的・概要

おおむね65歳以上の高齢者のみの世帯及びこれに準ずる世帯に属す
る高齢者であって、日常生活の支援が必要な者が、日常生活の中で
援助を要する作業（草取り、家の大掃除、雪かき等）を援助するこ
とによって、本人が在宅生活を健やかに継続できるようにする。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

◎ ◎ ○

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

胎内市高齢者保健福祉計画関連計画

実施方法 委託

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

事業の取組状況

○

申請受理の際、本人の要件と身体の状況、サービスの妥当性を本人
から聞き取り、決定後はシルバー人材センターへ業務依頼するとと
もに本人へ通知する。
作業の費用は、課税状況により人件費の1割または5割分と材料費等
を利用者から徴収する。

財源「その他」 内訳 高齢者在宅福祉サービス利用者負担金

事業費の
主な支出内容

軽度生活支援事業委託料　1,205千円

達成度の
判定理由

事業見直しの結果、登録人数が減少したが、ほぼ目標値を達成して
いるため。

協働または民間への外部
化が不可能な理由

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ③

所
見

妥
当
性

効
率
性

改革改善の実施状況（平成29年度～）

サービス内容のうち、庭木の剪定・冬囲いを対象外とし、見直しを行った。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

事業見直しの結果、より目的に沿った事業が運営できるようになっ
た。
今後は、地域支え合い活動での高齢者支援も視野に入れることにより
予算の削減にもつながる。

今後の方向性 ③

○

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

×

実施

○

○

平成29年度 平成30年度 令和元年度

算出方法



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 03

中 02 項 01

小 14 目 03

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

改革改善の実施状況（平成29年度～）

R2年度から利用対象者を整理し(要介護3以上）、サービスを必要としている方
に適切に対応できるようにした。
※ストレッチャーや常時車イスを利用してる場合はこの限りではない。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

R2年度から事業を見直し、対象者の要件を整理した。利用者の需要を
把握しつつ、サービスを必要としている方へ適切に対応できるよう事
業を継続していく。

今後の方向性 ③

○

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

×

実施

○

－

平成29年度 平成30年度 令和元年度

算出方法

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

・外出支援車　燃料費　302千円
・外出支援サービス業務委託料　3,105千円
・外出支援車　自動車借上料　303千円

達成度の
判定理由

H29から要綱を改正し利用対象者を整理した影響で登録人数は目標
数を下回った。

協働または民間への外部
化が不可能な理由

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ③

所
見

妥
当
性

効
率
性

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

胎内市高齢者保健福祉計画関連計画

実施方法 委託

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

事業の取組状況

×

移送専門車両（車椅子、ストレッチャーを搭載型）をリースし、医
療機関受診、介護予防のための外出等の際に送迎サービスを行う。

達成度

事業の
目的・概要

身体的な理由で、一般公共交通機関を利用することが困難な高齢者
に対し、外出時の移動手段を確保することで、安心して外出できる
ようにし、適切な医療サービスを受けられる体制を整えるととも
に、身体的な状態の悪化を予防する。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

△ × △

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

事業コード 240214

事務事業名 外出支援サービス事業
担当課 福祉介護課

民生費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 社会福祉費

外出支援サービス事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業の点検項目

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○

0 0 0 0

4,887 5,067 3,929 3,180総事業費（千円）

○

0 0 0 0

0 0 0 0

0 74 76

4,887 5,067 3,929 3,180

現在要介護１以上としているが、要介護３とした場合の利
用実人数

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

95人 75人 83人

4,887 5,141 4,005

実績

臨時(h) 0 0 0

0 40 40

事業の方向性（案）

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

169人

登録人数

目標 330人 330人 220人 100人 100人

実績

名称 登録人数 登録人数 登録人数 登録人数

253人 223人 235人

51.2% 45.8%

成
果
指
標

名称 利用実人数 利用実人数 利用実人数 利用実人数 利用実人数

目標 330人

76.8%

330人 220人 100人 100人

目標比

実績 169人 151人

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 03

中 02 項 01

小 17 目 03

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

○

改革改善の実施状況（平成29年度～）

（該当なし）

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

事業対象者が軽減を受けられなくなることがないよう、新規要介護認
定者へ案内や施設への周知を継続する。また、住民に対しホームペー
ジや市報等で軽減事業の周知を実施する。

今後の方向性 ③

令和2年度 令和3年度

○

平成29年度 平成30年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

法人へ補助金

達成度の
判定理由

法人数は前年と同じ。新規介護認定者や施設への周知を行ったこと
により、新規対象者は昨年とほぼ同人数となった。対象者の利用内
容によって軽減とならない場合もあるが、実際に軽減の対象となる
利用者は全員が軽減されていることを確認した。

今後の方向性 ③

所
見

休廃止

目標比

100%実績 33人

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

3法人
①3法人
②39人

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

○ ○ ○

117.9% 133.3%

成
果
指
標

名称

利用者負担軽
減対象者のう
ち、実際に介
護サービスを
受けた人の人
数

利用者負担軽
減対象者のう
ち、実際に介
護サービスを
受けた人の人
数

利用者負担軽
減対象者数の
うち、実際に
介護サービス
を受けた人の
割合

利用者負担軽
減対象者数の
うち、実際に
介護サービス
を受けた人の
割合

利用者負担軽
減対象者数の
うち、実際に
介護サービス
を受けた人の
割合

目標 28人

100.0%

30人 100% 100% 100%

40人

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

①補助金交
付対象法人
数
②利用者負
担軽減対象
者数

目標 4法人 4法人
①4法人
②28人

①4法人
②40人

①4法人
②40人

実績

名称

利用者負担
軽減の実施
を届出した
社会福祉法
人数

利用者負担
軽減の実施
を届出した
社会福祉法
人数

①補助金交
付対象法人
数
②利用者負
担軽減対象
者数

①補助金交
付対象法人
数
②利用者負
担軽減対象
者数

4法人

実績

算出方法

26 239 250 256

総事業費＋人件費

正(h) 0 0 0

0

0

人件費（千円）

999

0 0 0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

　低所得で生計が困難な者等に対して、介護保険サービスの提供を
行う社会福祉法人が、その社会的な役割に鑑み、利用者負担の軽減
をすることにより、介護保険サービスの利用促進を図る。

達成度

平成29年度

事務区分

臨時(h) 0 0 0

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

事業コード 240217

事務事業名 社会福祉法人利用者負担額減免措置事業
担当課 福祉介護課

民生費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 社会福祉費

社会福祉法人利用者負担額減免措置事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 介護保険係

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

○

主な
実施内容

社会福祉法人が介護保険サービス（訪問介護・通所介護・短期入所
生活介護・老人福祉施設）を提供した時に、利用者負担額（介護
サービス費・食費・居住費）の25％を軽減する。（生活保護受給者
100％）
利用者負担額の軽減を行った社会福祉法人から申請があった場合
に、市が軽減額の一部について補助金を交付する。（交付した補助
金の一部を国・県が補助する。）

令和2年度 令和3年度

○

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 ○

×

○

○

国の制度により実施している事業であり、補助金
等の交付事務を行うため。

410 716 749 765

436 955 999 1,021

436 955

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

0 0

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

胎内市の社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減措置事業実施要綱

法令による義務付け 任意 関連条例 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 03

中 02 項 01

小 18 目 03

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

事業の取組状況

4,269 3,798

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

第7期胎内市高齢者保健福祉課計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

介護保険法

法令による義務付け 義務 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

0 0 0 0

3,085 2,426 1,673 2,805

6,796 6,695

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

○

主な
実施内容

・要支援1・2の認定者や事業対象者への訪問や相談
・契約による支援計画の作成、モニタリング、給付管理等のケアマ
ネジメント

令和2年度 令和3年度

△

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 ×

実施

○

○

法の定めにより、事業を実施できるのは地域包括支援セ
ンターと当該センターから委託された居宅介護支援事業
所のみである。

事業コード 240218

事務事業名 介護予防支援事業
担当課 福祉介護課

民生費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 社会福祉費

介護予防支援事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

　介護保険の要支援1・2の認定者が、悪化予防や自立に向けて適切
な介護保険サービスや総合事業サービスを効率的に安心して受ける
ことができるよう支援する。
※必要により居宅介護支援事業所へ委託可能

達成度

平成29年度

事務区分

臨時(h) 476 0 0

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

実績

算出方法

1,284 0 0 147

総事業費＋人件費

正(h) 1,800 2,300 2,000

3,711

1,801

人件費（千円）

5,471

2,426 1,673 2,658

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

年間予防給
付管理件数

目標 920件 920件 700件 600件 600件

実績

名称
年間予防給
付管理件数

年間予防給
付管理件数

年間予防給
付管理件数

年間予防給
付管理件数

808件

22%

-

21% 20% 20% 20%

12.5%

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

920件 678件

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

◎ ◎ ◎

- -

成
果
指
標

名称
担当者の1年
間の介護度
の悪化率

利用者の1年
間の介護度
の悪化率

利用者の1年
間の介護度
の悪化率

利用者の1年
間の介護度
の悪化率

利用者の1年
間の介護度
の悪化率

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋委託

財源「その他」 内訳 介護予防支援報酬

事業費の
主な支出内容

需用費（115千円）、役務費（96千円）、委託料（1,458千円）

達成度の
判定理由

成果指標である「利用者の1年間の介護度の悪化率」を達成し、悪
化率を低下させることが出来たため。

今後の方向性 ②

所
見

休廃止

目標比

7.7%実績 19%

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

○

改革改善の実施状況（平成29年度～）

・市内介護支援専門員及び介護保険事業所職員等を対象に、自立支援・重症化
予防を目的とした介護予防ケアマネジメント研修会を企画・実施し、自立支援
や重症化の改善につなげた。
・地域包括支援センターから居宅介護支援事業所へ介護予防ケアプラン作成の
助言や指導、同行訪問等を実施し、委託促進につなげた。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

 介護保険サービス利用者の中には、必要性が低いにもかかわらず漫然
と介護サービスを利用している場合も見受けられる。介護保険認定の
新規申請や更新の段階で十分にアセスメントを行い、場合によって
は、総合事業や通いの場、介護保険外サービス等の利用を検討し、予
防給付費の適正化に繋げる。
 介護支援専門員や地域包括支援センター職員が常に自立支援や重症化
防止の視点を持ち、状況に応じたケアプランの作成や変更が行えるよ
う、研修会等を通じ支援を行う。

今後の方向性 ②

令和2年度 令和3年度

－

平成29年度 平成30年度



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 02 項 03

小 53 目 02

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

事業の取組状況

200 182

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

胎内市介護相談員派遣事業実施要綱

法令による義務付け 任意 関連条例 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

1,034 1,058 792 898

1,768 1,833 1,371 1,556

1,967 2,033

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

○

主な
実施内容

・介護保険事業所への訪問活動
・介護相談員と介護保険事業所との意見交換会
・介護相談員と介護支援専門員との意見交換会

令和2年度 令和3年度

△

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 ×

×

○

○

虐待、詐欺等の犯罪となる場合に行政が関与しな
ければならないため。

事業コード 240253

事務事業名 介護相談員派遣事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 包括的支援事業・任意事業費

介護相談員派遣事業 任意事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 介護保険係

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

介護サービス提供施設を訪問し、介護サービス等について苦情に至
る前に不安・不満等の話を聞き、利用者の疑問及び不安の解消を図
るとともに、派遣を受けた事業所等における介護サービスの質的向
上を目的に実施。

達成度

平成29年度

事務区分

総事業費／施設等訪問件数

臨時(h) 0 0 0

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

実績

算出方法

389 422 315 357

総事業費＋人件費

正(h) 108 108 96

199

345

人件費（千円）

1,553

353 264 301

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

①施設等訪
問件数
②相談件
数・気づき
件数

目標
①252件
②75件

①252件
②75件

①252件
②75件

①192件
②84件

①190件
②82件

実績

名称

①施設等訪
問件数
②相談件
数・気づき
件数

①施設等訪
問件数
②相談件
数・気づき
件数

①施設等訪
問件数
②相談件
数・気づき
件数

①施設等訪
問件数
②相談件
数・気づき
件数

①253件
②57件

①30％
②50％

①91.3％
②98％

①30％
②50％

①30％
②50％

①44％
②50％

①43％
②50％

①27.9％
②40％

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

①193件
②54件

①186件
②51件

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

△ ○ ○

①75%
②70%

①93%
②80%

成
果
指
標

名称

①訪問件数
に対する相
談割合
②相談件数
に対する解
決割合

①訪問件数
に対する相
談割合
②相談件数
に対する解
決割合

①訪問件数
に対する相
談割合
②相談件数
に対する解
決割合

①訪問件数
に対する相
談割合
②相談件数
に対する解
決割合

①訪問件数
に対する相
談割合
②相談件数
に対する解
決割合

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施

財源「その他」 内訳 第1号被保険者保険料

事業費の
主な支出内容

謝礼：1,344千円　消耗品費：28千円

達成度の
判定理由

介護相談員が、利用者の声を聞きとる中での要望等は少ない。施設の設備
等の改善点について、相談員から話を受け施設側に伝えるが、早急な対処
が困難なものが多い。事業所からは、介護相談員が訪問することにより第
三者の目で見てもらう良い機会との声が聞かれる。

今後の方向性 ②

所
見

介護相談員のスキルアップにより成果
の拡充を図る。

休廃止

目標比

①27.4％
②49％

実績
①22.5％

②35％

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

○

改革改善の実施状況（平成29年度～）

例年、介護保険事業所との意見交換会が年２回開催されていたが、より多くの
介護に関わる職員からの意見を聞くため、介護支援専門員との意見交換会を開
催した。介護支援専門員の意見を聞くことにより、介護事業所職員とは利用者
に対する考え方に違いがあることに気付き、より多くの職種からの意見を聞く
ことで相談員のスキルアップとなった。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

令和元年度に介護支援専門員との意見交換会を開催し、介護相談員の
スキルアップに取り組んだ。今後は、他市の介護相談員との意見交換
会を開催し、更なるスキルアップに取り組んでいきたい。

今後の方向性 ②

令和2年度 令和3年度

6.9千円 9.5千円 7.3千円

－

平成29年度 平成30年度



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 02 項 03

小 54 目 02

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

86.8% 90.8%

成
果
指
標

名称 利用実人数 利用実人数 利用実人数 利用実人数 利用実人数

目標 350人

104.9%

350人 305人 305人 305人

目標比

実績 304人 318人 320人

新規給付決
定人数

目標 100人 100人 100人 100人 100人

実績

名称
新規給付決
定人数

新規給付決
定人数

新規給付決
定人数

新規給付決
定人数

96人 113人 107人

事業の方向性（案）

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

8,278 8,697 8,381

実績

臨時(h) 0 0 0

134 134 134

1,869 1,872

0 0 0 0

247 249 254

1,004 1,943 1,564 2,235

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業の点検項目

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

×

5,180 4,879 4,694 5,611

8,031 8,448 8,127 9,718総事業費（千円）

△

1,847 1,626

事業コード 240254

事務事業名 紙おむつ給付事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 包括的支援事業・任意事業費

紙おむつ給付事業 任意事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 介護保険係

達成度

事業の
目的・概要

　紙おむつを給付することにより、寝たきり老人等の生活を援助
し、また介護に当たる家族の身体的・精神的・経済的な負担等の軽
減を図り、在宅福祉の向上に寄与する。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○ ○ ○

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第７期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

介護保険法

胎内市家族継続支援事業実施要綱 関連計画

実施方法 委託

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

事業の取組状況

○

・紙おむつ等は、現物給付とし、対象者の希望に応じた物を給付
・１回あたり10,000円（月2,500円）に相当する枚数を限度とし、
４・８・１２月の年３回給付

財源「その他」 内訳 第1号被保険者保険料

事業費の
主な支出内容

介護用品費　6,746千円
事務手数料　1,368千円

達成度の
判定理由

　給付対象者の一部に短期入所の利用や医療機関に入院による給付
一時中止となった方も含み、年度途中から給付を開始した人と合わ
せ目標値を達成した。

協働または民間への外部
化が不可能な理由

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ⑤

所
見

妥
当
性

効
率
性

改革改善の実施状況（平成29年度～）

・令和２年度から給付対象者の要件を改定（要綱変更）約60人支給廃止
・紙おむつの給付時期を配布業者の繁忙期からずらすために、令和３年度から
　給付月を変更予定。それに伴い令和２年度のみ来年度４～６月支給分を予算
　計上している。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

現在は任意事業の中で国・県等の負担で事業費が賄われているが令和
３年度から地域支援事業の対象外となり事業費の全額を市が負担する
こととなる。
このことを踏まえ、事業費の削減を目的に令和２年度から上記の改革
改善を行った。さらに事業費の削減するため令和３年度からは事務委
託を廃止し委託料を削減する予定である。また、前年度に引き続き支
給対象者の見直し(介護度で絞る・所得要件を設定する等)や支給額の
見直しを検討する必要がある。

（課題）
支給対象者の見直し及び支給額の見直し
委託を廃止することに伴う事務量・事務費の増加
給付業務の明確化・簡素化

今後の方向性 ⑤

○

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

×

実施

○

－

平成29年度 平成30年度 令和元年度

算出方法



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 02 項 01

小 61 目 02

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

事業の取組状況

668 703

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

介護保険法

法令による義務付け 義務 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

4,108 6,148 6,427 7,011

6,369 16,397 17,139 18,716

7,032 17,065

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

○

主な
実施内容

・国基準訪問型サービス
・基準緩和型訪問型サービス
・専門職による短期集中訪問型サービス

令和2年度 令和3年度

△

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 △

実施

○

○

事業コード 240261

事務事業名
介護予防・日常生活支援総合事業（訪問型サービス）
〔介護保険事業特別会計〕

担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 介護予防・生活支援サービス事業費

介護予防・日常生活支援総合事業（訪問型サービス） サービス事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

 要支援1,2及び事業対象者を対象に、日常生活上の支援や機能訓
練、閉じこもり予防や自立支援や生活行為の改善に向けたサービス
を自宅へ訪問し実施する。

達成度

平成29年度

事務区分

臨時(h) 0 0 0

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

実績

算出方法

797 2,050 2,143 4,300

総事業費＋人件費

正(h) 360 360 370

663

1,464

人件費（千円）

17,842

8,199 8,569 7,405

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

参加実人数

目標 70人 80人 80人 80人 80人

実績

名称 参加実人数 参加実人数 参加実人数 参加実人数

43人

①22％
②90％

①―
②88.9％

①21％
②90％

①23.0%
②90%

①20%
②90%

①20%
②90%

①22.2％
②100％

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

76人 113人

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

○ ○ ○

①―
②―

①―
②111.1％

成
果
指
標

名称

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋委託＋補助・負担

財源「その他」 内訳 第1号介護保険料、第2号介護保険料

事業費の
主な支出内容

委託料（857千円）
負担金補助及び交付金
（新潟県国民健康保険団体連合会 15,508千円）

達成度の
判定理由

　成果指標２項目の実績値が目標値の約９割程度であるため、概ね
達成と評価する。

今後の方向性 ③

所
見

休廃止

目標比

①23.2％
②80％

実績
①14％

②対象者な
し

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

○

改革改善の実施状況（平成29年度～）

　市内の介護支援専門員や介護保険事業所職員等を対象に、自立支援や重症化
予防の視点でのケアマネジメントが実施できるよう、研修会や事業所へ出向い
た事例検討会等を実施し、対象者の自立支援や重症化予防に取り組んでいる。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

 高齢化に伴い、介護保険サービスを利用する高齢者が増加し、介護給
付費は年々増加傾向にある。
　生活機能低下を来たした高齢者に対して、早期に適切なサービスに
繋げることは、自立支援・重症化予防に効果的であるため、今後は短
期集中サービスの拡大や国基準・緩和型サービスの質の向上を目指し
てサービス提供事業所への研修等を行っていく。
 また、高齢者の社会参加促進や介護給付費抑制のため、専門職が提供
するまでもない生活支援サービスは住民が担えるよう、地域の支え合
い体制づくりの支援や生活支援の担い手育成を行っていく。

今後の方向性 ③

令和2年度 令和3年度

○

平成29年度 平成30年度



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 02 項 01

小 62 目 02

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

○

改革改善の実施状況（平成29年度～）

・介護予防効果を高めるために、短期集中予防通所型サービス「すこやか教
室」の実施方法について随時事業従事者で検討を行い、改善を図った。
・「住民主体の通いの場」を実施する地域に対して補助金を交付し、活動の継
続支援を行った。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　高齢者が日々介護予防の実践に取り組める環境が各地域において十
分に整備されていないことから、短期集中予防サービス利用により改
善を果たしても、サービス終了後に再び低下してしまう可能性があ
る。
　今後は、生活支援体制整備事業と連携し、地域資源を活用しながら
地域における介護予防の取組や体制づくりを進めていく。

今後の方向性 ③

令和2年度 令和3年度

○

平成29年度 平成30年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋補助・負担

財源「その他」 内訳 第１号保険料、第2号保険料、利用料

事業費の
主な支出内容

報償費（978千円）、委託料（1,353千円）
負担金補助及び交付金
（新潟県国民健康保険団体連合会 26,308千円）

達成度の
判定理由

　国基準及び基準緩和サービスは目標値を達成できなかったが、短
期集中予防サービスにおいては維持改善率が100％と目標値を達成
することができたため、概ね達成と評価する。

今後の方向性 ③

所
見

休廃止

目標比

①33.1％
②100％

実績
①11％
②92％

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

180人 233人

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

◎ ◎ ○

①―
②102％

①―
②107.4％

成
果
指
標

名称

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

①サービス利
用者の悪化率
②短期集中
コース終了者
生活機能維持
改善率

目標
①22％
②90％

①―
②111.1％

①21％
②90％

①20%
②90%

①20%
②90%

①20%
②90%

①17.6％
②96.7％

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

参加実人数

目標 215人 215人 120人 180人 180人

実績

名称 参加実人数 参加実人数 参加実人数 参加実人数

178人

実績

算出方法

2,166 4,049 4,019 7,667

総事業費＋人件費

正(h) 696 700 700

1,522

3,985

人件費（千円）

33,732

16,198 16,074 14,048

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

要支援1.2及び事業対象者を対象に、日常生活上の支援や機能訓
練、高齢者の閉じこもり予防や自立支援に資する活動生活行為の改
善に向けたサービスを実施する。

達成度

平成29年度

事務区分

臨時(h) 288 300 300

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

事業コード 240262

事務事業名
介護予防・日常生活支援総合事業（通所型サービス）
〔介護保険事業特別会計〕

担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 介護予防・生活支援サービス事業費

介護予防・日常生活支援総合事業（通所型サービス） サービス事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

○

主な
実施内容

・国基準通所型サービスの実施
・基準緩和型通所型サービスの実施
・専門職による短期集中予防通所型サービスの実施
・住民主体の通いの場を実施する団体への補助金交付

令和2年度 令和3年度

○

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 一部

実施

実施

○

○

11,176 12,148 12,055 12,501

17,327 32,395 32,148 34,216

18,849 33,949

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

1,554 1,584

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

介護保険法

法令による義務付け 義務 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 02 項 01

小 63 目 03

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

○

改革改善の実施状況（平成29年度～）

・市内介護支援専門員及び介護保険事業所職員を対象に、自立支援・重症化予
防を目的とした介護予防ケアマネジメント研修会を企画・実施し、自立支援や
重症化予防に繋げた。
・地域包括支援センターから居宅介護支援事業所へ介護予防ケアプラン作成の
助言や指導、同行訪問等を実施し、委託促進に繋げた。
・介護相談の段階より、介護保険か日常生活支援総合事業の認定が適切かの選
別を行い、介護保険の認定率を低下させることに繋げた。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

 高齢化の伸展に伴い、介護保険サービスを希望する高齢者が増えてい
る。
 介護支援専門員や地域包括支援センター職員が、常に自立支援の視点
を持ち、状況に応じたケアプランの作成や変更が行えるよう、研修会
等を通じた支援を行い資質の向上を図る。
　併せて、高齢者自身にも介護予防の重要性を理解してもらえるよう
に、啓発活動に努めて行く。

今後の方向性 ②

令和2年度 令和3年度

－

平成29年度 平成30年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施

財源「その他」 内訳 第１号保険料、第２号保険料

事業費の
主な支出内容

委託料（4,828千円）

達成度の
判定理由

成果指標である要介護認定率が目標を達成したため。

今後の方向性 ②

所
見

休廃止

目標比

17.90%実績 19.78%

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

919件 677件

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

◎ ◎ ◎

- -

成
果
指
標

名称
要介護認定
率

要介護認定
率

要介護認定
率

要介護認定
率

要介護認定
率

目標 18.70%

-

18.50% 18.30% 19.10% 19.50%

18.09%

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

年間介護予
防ケアマネ
ジメント給
付管理数

目標 790件 1,400件 1,000件 1,200件 1,300件

実績

名称

年間予防給
付管理件数
（ケアマネ
ジメントⅠ
含む）

年間予防給
付管理件数
（ケアマネ
ジメントⅠ
含む）

年間介護予
防ケアマネ
ジメント給
付管理数

年間介護予
防ケアマネ
ジメント給
付管理数

882件

実績

算出方法

295 645 604 1,187

総事業費＋人件費

正(h) 0 0 0

0

543

人件費（千円）

4,828

2,581 2,414 2,040

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

要支援1.2認定者及び事業対象者に対して、一般介護予防事業や総
合事業サービス、民間企業による生活支援サービスも含め、要支援
者等の状況に合った適切なサービスが包括的かつ効率的に提供され
るよう必要な援助を行う。

達成度

平成29年度

事務区分

臨時(h) 0 0 0

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

事業コード 240263

事務事業名
介護予防ケアマネジメント事業〔介護保険事業特別会
計〕

担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
介護サービス・生活支援サービスの提供 介護予防・生活支援サービス事業費

介護予防ケアマネジメント事業 介護予防ケアマネジメント事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

○

主な
実施内容

要支援認定者及び事業対象者を対象とした訪問や相談、契約による
支援計画の作成、モニタリング、給付管理等のケアマネジメント

令和2年度 令和3年度

△

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 ×

実施

○

○

法の定めにより、事業を実施できるのは地域包括
支援センターと当該センターから委託された居宅
介護支援事業所のみである。

1,524 1,936 1,810 1,935

2,362 5,162 4,828 5,162

2,362 5,162

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

0 0

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

介護保険法

法令による義務付け 義務 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 4

中 03 項 3

小 11 目 2

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

○

改革改善の実施状況（平成29年度～）

令和元年度に事業見直しシートによる検討を行ったが、権利擁護の観点から廃
止縮小は難しいと判断した。なお、令和2年度から介護保険事業特別会計上で
予算措置している。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　近隣市町と比較し、成年後見制度利用促進が進んでいない状況にあ
る。まずは、高齢者や障がい者の支援に関わる専門職が成年後見制度
に関して知識を深める必要がある。関わる専門職の資質が向上するこ
とにより、成年後見制度利用対象者が把握され、本事業利用につなが
ることが予想される。
　令和元年度より、市内事業所の高齢部門と障がい部門の社会福祉士
を中心にワーキンググループを立ち上げ、専門職のスキルアップに取
り組んでいる他、今後は胎内市の現状に即した実施要綱の改正を検討
し、当制度が利用しやすい環境を整えていく。（必要経費は一般会計
に予算措置）
　このことにより、支援が必要な方の権利が擁護され、自らが希望す
る自立した日常生活が営めるようになることが期待される。また、金
銭管理ができないために税金等を滞納していた者が、制度を利用する
ことで適切に納税を行える等の効果も期待される。

今後の方向性 ③

令和2年度 令和3年度

○

平成29年度 平成30年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

令和2年度予算
役務費（成年後見申立てに必要な費用）109千円
負担金補助及び交付金（成年後見制度利用者補助金）336千円

達成度の
判定理由

相談実績が目標を上回っており、権利擁護の観点から有効であった
と評価する。

今後の方向性 ③

所
見

休廃止

目標比

0件実績 0件

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

12件 19件

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

○ ◎ ○

0.0% 100.0%

成
果
指
標

名称
申立て支援
実施件数

申立て支援
実施件数

申立支援実
施件数

成年後見コ
アメンバー
への相談件
数

成年後見コ
アメンバー
への相談件
数

目標 3件

0.0%

4件 5件 2件 3件

4件

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

成年後見制
度の相談実
件数

目標 6件 8件 10件 12件 13件

実績

名称
成年後見制
度の相談実
績数

成年後見制
度の相談実
績数

成年後見制
度の相談実
件数

成年後見制
度の相談実
件数

14件

実績

算出方法

0 43 0 102

総事業費＋人件費

正(h) 14 52 30

26

0

人件費（千円）

57

0 0 88

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

身寄りがない認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者に対する
成年後見制度の利用を支援し、その有する能力を活用し、自らが希
望する自立した日常生活が営めるようにする。

達成度

平成29年度

事務区分

臨時(h) 0 0 0

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

事業コード 240310

事務事業名 成年後見制度利用支援事業
担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備 包括的支援事業費・任意事業費

成年後見制度利用支援事業(介護保険事業特別会計） 任意事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

○

主な
実施内容

・成年後見審判申立ての支援
・申立て費用の助成措置
・成年後見人等への報酬の助成

令和2年度 令和3年度

△

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 ×

×

○

△

民間等への委託をした場合、支援を行うための人
件費が増加することになるため。

0 0 0 255

0 43 0 445

26 140

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

97 57

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

民法、成年後見制度の利用の促進に関する法律、老人福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

法令による義務付け 努力義務 関連条例 胎内市成年後見制度利用支援事業実施要綱 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 03 項 02

小 20 目 01

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費

○ ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

○

改革改善の実施状況（平成29年度～）

・市報及び「けんのび通信」での紹介や住民をまきこんだイベント等を実施
し、新規利用者の増加や既参加者の利用継続に繋がるように努めている。
・住民への働きかけにより、生活支援を担う市民ボランティア「健伸びサポー
ト隊」が健伸館を活動拠点として活動を行っている。
・生活支援コーディネーターが常駐することで、地域の課題把握や住民の相談
対応を行う場としても活用されている。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

 築地地区以外からも多くの市民が訪れ、介護予防事業に留まらず多様
な場面で活用されている。
　今後も、情報発信や住民ボランティアと共に健伸館の特色を活かし
たイベントを実施する等、市民に馴染みのある施設となるよう取り組
んでいくとともに、地域課題の把握や新たな社会資源創出の場として
の活用も図っていく。

今後の方向性 ③

令和2年度 令和3年度

537円 988円 313円

－

平成29年度 平成30年度

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋委託

財源「その他」 内訳 第1号保険料、第2号保険料

事業費の
主な支出内容

需用費（1,157千円）、役務費（334千円）、委託料（261千円）

達成度の
判定理由

成果指標である「年間延利用者数」を達成したため。

今後の方向性 ③

所
見

休廃止

目標比

5,626人実績 3,071人

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

240日 238日

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

○ ◎ ◎

39.4% 145.0%

成
果
指
標

名称
年間延べ利
用者数

年間延利用
者数

年間延利用
者数

年間延利用
者数

年間延利用
者数

目標 7,800人

184.5%

2,500人 3,050人 4,500人 4,500人

3,649人

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

開館日数

目標 250回 241日 241日 241日 241日

実績

名称 教室等開催 開館日数 開館日数 開館日数

352回

実績

算出方法

207 419 221 415

総事業費＋人件費

正(h) 528 530 530

972

830

人件費（千円）

2,768

1,675 881 715

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

地域の高齢者の社会参加を促し、生活機能を維持していくために、
身近な地域において多様な人材と活動拠点の活用を図る。

達成度

平成29年度

事務区分

健伸館利用者一人当たり事業費
　総事業費/健伸館利用者数

臨時(h) 118 120 150

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

事業コード 240320

事務事業名
介護予防・生活支援拠点管理事業〔介護保険事業特別
会計〕

担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備 一般介護予防事業費

介護予防・生活支援拠点管理事業 一般介護予防事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

○

主な
実施内容

・介護予防・生活支援拠点施設「健伸館」の管理、運営。
・「すこやか築地教室」「築地うさぎの会」「介護予防型ミニデイ
サービス」等教室実施。

令和2年度 令和3年度

○

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 一部

実施

一部
実施

○

○

事業内容が施設管理のため、住民との協働の対象
ではない。

622 1,256 660 676

1,659 3,350 1,762 1,806

2,631 4,334

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業の取組状況

984 1,006

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

介護保険法

法令による義務付け 任意 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 03 項 03

小 21 目 01

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

改革改善の実施状況（平成29年度～）

・地域包括支援センター及び居宅介護支援事業所職員等を対象とした介護予防
ケアマネジメントや多職種連携研修会を実施し、地域包括支援センター職員や
介護支援専門員、介護保険事業所職員の質の向上を図った。
・介護支援専門員への支援、困難事例への指導・助言を行った。
・地域課題を地域づくりに結び付けていけるように他職種との連携強化に努め
た。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　
　個別の相談対応やケア会議は拡大しているものの、各地域における
課題の抽出や整理、それを踏まえた新たな生活支援や社会資源の創出
には至っていない。
　今後も引き続き地域包括支援センターで行う総合相談や「福祉まる
ごと相談窓口」における相談対応の過程を通して地域課題の把握に努
め、研修会等で職員や関係機関・関係者の資質向上を図り、明らかと
なった地域課題は生活支援体制整備事業等と連携しながら検討してい
く。
　
　

今後の方向性 ③

○

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

実施

実施

○

－

平成29年度 平成30年度 令和元年度

算出方法

財源「その他」 内訳 第１号保険料

事業費の
主な支出内容

職員手当等（239千円）、委託料（40,804千円）
使用料及び賃借料(2,064千円)

達成度の
判定理由

成果指標である「介護保険サービス利用者に占める在宅サービス利
用者の割合」が目標を僅かに達成できなかったため。

協働または民間への外部
化が不可能な理由

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ③

所
見

妥
当
性

効
率
性

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

介護保険法

胎内市介護保険条例 関連計画

実施方法 市が直接実施＋委託

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

事業の取組状況

○

総合相談、権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメント

達成度

事業の
目的・概要

多職種協働による地域包括支援ネットワークを構築し、地域の高齢
者等が必要な住宅サービスや社会資源を利用しながら、安心して住
み慣れた地域で生活が継続できるよう支援する。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 義務 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

◎ ○ ○

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

事業コード 240321

事務事業名 包括的支援事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備 包括的支援事業・任意事業費

包括的支援事業 包括的支援事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業の点検項目

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

△

24,908 23,931 25,216 26,685

38,617 41,439 43,665 46,208総事業費（千円）

○

8,882 9,531 10,042 8,896

0 0 0 0

552 557 570

4,827 7,977 8,407 10,627

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

39,169 41,996 44,235

実績

臨時(h) 0 0 0

300 300 300

事業の方向性（案）

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

65.96%

相談支援を
実施した市
民の延人数

目標 9,600人 9,700人 9,000人 12,500人 12,500人

実績

名称

相談支援を
実施した市
民の延べ人
数

相談支援を
実施した市
民の延べ人
数

相談支援を
実施した市
民の延人数

相談支援を
実施した市
民の延人数

8,984人 9,789人 10,550人

104.50% 99.00%

成
果
指
標

名称

介護保険
サービス利
用者に占め
る在宅サー
ビス利用者
の割合

介護保険
サービス利
用者に占め
る在宅サー
ビス利用者
の割合

介護保険
サービス利
用者に占め
る在宅サー
ビス利用者
の割合

介護保険
サービス利
用者に占め
る在宅サー
ビス利用者
の割合

介護保険
サービス利
用者に占め
る在宅サー
ビス利用者
の割合

目標 67.20%

97.3%

67.50% 67.80% 67.80% 68.00%

目標比

実績 70.24% 66.84%

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 03 項 03

小 22 目 02

　 ○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

改革改善の実施状況（平成29年度～）

・認知症見守り講演会、街あるき声かけ見守り模擬訓練（認知症徘徊模擬訓
練）を実施し、認知症高齢者の見守り体制への住民参加の意識を高め、多職種
の連携促進に努めた。
・認知症サポーター養成講座受講者で構成される「認知症サポーターオレンジ
の会」と共に、養成講座や認知症カフェを開催した。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　認知症の人やその家族が、住み慣れた地域でその人らしい生活を続
けていくためには、地域の理解・見守りが必要であり、日常生活の中
で認知症の人をさりげなく見守り支える地域づくりを目指す必要があ
る。
　 今後も、市民や関係者・関係機関が正しく認知症について理解し、
認知症の人を支える地域づくりが促進されるよう、認知症サポーター
養成講座や街あるき見守り模擬訓練に継続して取り組み、認知症高齢
者が行方不明になったときに住民等が関心を持ち、捜索に協力できる
ような地域づくり目指していく。

今後の方向性 ②

○

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

実施

一部
実施

○

－

平成29年度 平成30年度 令和元年度

算出方法

財源「その他」 内訳 第1号保険料

事業費の
主な支出内容

職員手当等（198千円）、需用費（139千円）、委託料（2,438千
円）

達成度の
判定理由

認知症サポーター養成講座を地域・学校・職域等さまざまな団体に
対して開催し、成果指標の目標値の80％を実施できたため、おおむ
ね達成と評価する。

協働または民間への外部
化が不可能な理由

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ②

所
見

妥
当
性

効
率
性

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

介護保険法

胎内市認知症総合支援事業実施要綱 関連計画

実施方法 市が直接実施＋委託

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

事業の取組状況

○

・認知症サポーター養成講座、フォローアップ講座
・街あるき声かけ見守り模擬訓練（認知症徘徊模擬訓練）

達成度

事業の
目的・概要

　地域における認知症高齢者の見守り体制を構築する。対象は、市
民・介護保険事業所等認知症ケアに携わる専門職。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○ ○ ○

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

事業コード 240322

事務事業名 認知症高齢者見守り事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備 包括的支援事業・任意事業費

認知症高齢者見守り事業 任意事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業の点検項目

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

△

1,642 1,614 1,620 1,839

2,547 2,795 2,806 3,185総事業費（千円）

○

586 643 645 614

0 0 0 0

644 650 665

319 538 541 732

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

3,191 3,445 3,471

実績

臨時(h) 0 0 0

350 350 350

事業の方向性（案）

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

540人

認知症サ
ポーター養
成講座実施
回数

目標 25回 26回 21回 20回 20回

実績

名称

認知症サ
ポーター養
成講座実施
回数

認知症サ
ポーター養
成講座実施
回数

認知症サ
ポーター養
成講座実施
回数

認知症サ
ポーター養
成講座実施
回数

18回 21回 20回

71.8% 94.0%

成
果
指
標

名称

認知症サ
ポーター養
成講座受講
者数

認知症サ
ポーター養
成講座受講
者数

認知症サ
ポーター養
成講座受講
者数

認知症サ
ポーター養
成講座受講
者数

認知症サ
ポーター養
成講座受講
者数

目標 650人

80.5%

660人 670人 650人 650人

目標比

実績 467人 622人

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 03 項 03

小 23 目 05

　 ○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

94.0% 87.0%

成
果
指
標

名称

認知症対応
の相談支援
を受けた延
人数

認知症対応
の相談支援
を受けた延
人数

認知症対応
の相談支援
を受けた延
人数

認知症対応
の相談支援
を受けた延
人数

認知症対応
の相談支援
を受けた延
人数

目標 15人

80.0%

15人 15人 15人 15人

目標比

実績 14人 13人 12人

認知症対応
研修受講者
延人数

目標 80人 90人 100人 460人 470人

実績

名称
認知症対応
研修受講者
延人数

認知症対応
研修受講者
延人数

認知症対応
研修受講者
延人数

認知症対応
研修受講者
延人数

282人 450人 419人

事業の方向性（案）

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

5,630 10,465 10,355

実績

臨時(h) 0 0 0

500 500 700

2,075 1,702

0 0 0 0

921 928 1,329

589 1,836 1,739 2,031

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業の点検項目

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○

3,037 5,507 5,212 5,098

4,709 9,537 9,026 8,831総事業費（千円）

○

1,083 2,194

事業コード 240323

事務事業名 認知症総合支援事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備 包括的支援事業・任意事業費

認知症総合支援事業 認知症総合支援事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係

達成度

事業の
目的・概要

　認知症になっても住み慣れた地域で暮らし続けることができるよ
う、認知症本人や家族の在宅生活を支えるための仕組みづくりを目
的に各種事業を行う。
　認知症地域支援推進員を設置し、医療と介護の連携強化や地域に
おける支援体制の構築をはかる。認知症の早期診断・早期対応のた
めに、認知症初期集中支援チームを設置し、初期の支援を包括的・
集中的に行う。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

△ △ △

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

介護保険法

胎内市認知症総合支援事業実施要綱・胎内市認知症初期集中支援チーム設置要綱 関連計画

実施方法 市が直接実施＋委託

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

事業の取組状況

○

・認知症初期集中支援事業
・認知症相談会・講演会・研修会
・認知症地域支援推進員の配置
・虹色カフェ等

財源「その他」 内訳 第1号保険料

事業費の
主な支出内容

職員手当等（300千円）、報償費（255千円）、委託料（7,823千
円）

達成度の
判定理由

　認知症初期集中支援チームや認知症地域支援相談員への相談にま
で至らず、地域包括支援センターの総合相談業務で対応している場
合もあり、目標値に至らなかった。支援内容により適切に認知症初
期集中支援チーム等へ繋げ、連携を図っている。

協働または民間への外部
化が不可能な理由

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ②

所
見

妥
当
性

効
率
性

改革改善の実施状況（平成29年度～）

・講演会で認知症初期集中支援チームの周知を行い、利用促進を図った。
・認知症相談会を実施し、認知症の早期診断・早期対応に繋げた。
・認知症地域支援推進員と共に、研修会や認知症カフェの運営、地域共生型認
知症ケアパスの作成を通じて地域の多様な支援機関との連携強化に努めた。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

 高齢化の伸展に伴い、地域における認知症の人の数は今後も増加して
いくことが予想される。
　認知症の人やその家族が、住み慣れた地域でその人らしい生活を続
けていくためには、地域の理解が必要である。そのために、認知症ケ
ア専門士でもある認知症地域支援推進員とともに施策を進め、より多
くの専門職や市民が認知症について学び合う機会を提供する。
　また、認知症初期集中支援チームにより、専門医や介護保険サービ
スにつながっていない方に対して早期の支援ができるように努めてい
く。

今後の方向性 ②

○

事業内容から、住民との協働実施の対象ではな
い。

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

×

一部
実施

○

－

平成29年度 平成30年度 令和元年度

算出方法



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 03 項 02

小 24 目 01

　 ○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

改革改善の実施状況（平成29年度～）

医療機関や民生委員・地域の役員等との連携を密にし、支援を必要とする高齢
者の把握に努めた。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　身体機能の低下等により社会との関わりが少なくなっている、いわ
ゆる閉じこもり傾向の高齢者を早期に把握し、適切な支援に繋げるこ
とは、重症化予防の観点からも重要なことである。
　今後も、地域における多様な情報提供ルート（地区担当保健師、介
護支援専門員、医療機関、民生委員、地区住民、地域包括支援セン
ターの総合相談業務等）から、生活機能の低下が疑われる事業対象者
を基本チェックリストを活用して把握し、地域包括支援センターと市
民との顔の見える関係づくりを目指していく。

今後の方向性 ③

○

実施主体として住民と協働実施することは、事業
の目的・内容にそぐわない。

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

×

一部
実施

○

－

平成29年度 平成30年度 令和元年度

算出方法

財源「その他」 内訳 第1号保険料、第２号保険料

事業費の
主な支出内容

需用費（77千円）、役務費（17千円）

達成度の
判定理由

地域包括支援センターの様々な相談ルートにより把握に努め、成果
指標の目標値を上回ったため達成と評価する。

協働または民間への外部
化が不可能な理由

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ③

所
見

妥
当
性

効
率
性

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

介護保険法

胎内市介護保険条例 関連計画

実施方法 市が直接実施

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

事業の取組状況

○

・訪問等による事業対象者等の把握

達成度

事業の
目的・概要

　地域の実情に応じた様々な把握ルートにより、効果的かつ効率的
に収集した情報等を活用し、閉じこもり等の何かしらの支援を要す
る者を早期に把握し、介護予防活動へつなげ、介護予防の取り組み
を推進し、高齢者の生活機能の悪化を防ぐ。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

◎ ○ ◎

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

事業コード 240324

事務事業名 介護予防把握事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備 一般介護予防事業費

介護予防把握事業 一般介護予防事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業の点検項目

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○

196 74 35 66

304 199 94 177総事業費（千円）

○

70 100 47 71

0 0 0 0

368 371 380

38 25 12 40

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

672 570 474

実績

臨時(h) 0 0 0

200 200 200

事業の方向性（案）

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

100.0%

基本チェッ
クリスト実
施者数

目標 100人 110人 120人 120人 120人

実績

名称
基本チェッ
クリスト実
施者数

基本チェッ
クリスト実
施者数

基本チェッ
クリスト実
施者数

基本チェッ
クリスト実
施者数

113人 103人 190人

100.0% 100.0%

成
果
指
標

名称
基本チェッ
クリストの
回収率

基本チェッ
クリストの
回収率

基本チェッ
クリストの
回収率

基本チェッ
クリストの
回収率

基本チェッ
クリストの
回収率

目標 100%

100.0%

100% 100% 100% 100%

目標比

実績 100.0% 100.0%

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 03 項 02

小 25 目 01

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

改革改善の実施状況（平成29年度～）

　理学療法士の積極的な活用により、効果的な介護予防の取組を実施すること
ができた。また、地域包括支援センターや介護支援専門員と連携し、リハビリ
テーションの見地から高齢者や介護保険事業所等に対して助言を行うことで、
自立支援に向けたケアプラン作成や適切なサービス利用に繋げることができ
た。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　リハビリテーション専門職としての能力を活かした効果的な関わり
方ができているため、現在の取り組みを継続実施していく。市内のリ
ハビリテーション専門職や介護支援専門員、地域包括支援センター職
員との連携推進を図り、高齢者の自立支援に向けた取組を推進してい
く。

今後の方向性 ③

○

事業の目的・内容が住民協働にそぐわない。

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

×

実施

○

－

平成29年度 平成30年度 令和元年度

算出方法

財源「その他」 内訳 第１号保険料、第２号保険料

事業費の
主な支出内容

委託料（8,972千円）

達成度の
判定理由

成果指標である要介護認定率を達成したため。

協働または民間への外部
化が不可能な理由

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ③

所
見

妥
当
性

効
率
性

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

介護保険法

胎内市介護保険条例 関連計画

実施方法 委託

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

事業の取組状況

○

理学療法士（リハビリ専門職）による介護予防の取組を総合的に支
援する活動。
・訪問、通所サービス従事
・地域ケア会議への参画
・住民運営の通いの場への支援活動等

達成度

事業の
目的・概要

　介護保険法の改正により、定められた新規事業。市では、平成29
年４月から事業開始。
　実施内容は、訪問、通所等による理学療法的支援及び地域ケア会
議への参画、地域活動の支援等。実施方法は、市内の介護事業所に
委託し、理学療法士２名を配置する。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

◎ ◎ ◎

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

事業コード 240325

事務事業名
地域リハビリテーション活動支援事業〔介護保険事業
特別会計〕

担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備 一般介護予防事業費

地域リハビリテーション活動支援事業 一般介護予防事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業の点検項目

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○

4,277 3,236 3,364 3,642

6,631 8,630 8,972 9,712総事業費（千円）

○

1,525 4,315 4,486 3,837

0 0 0 0

63 63 65

829 1,079 1,122 2,233

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

6,694 8,693 9,037

実績

臨時(h) 0 0 0

34 34 34

事業の方向性（案）

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

17.93%

市の介護予
防事業に従
事したリハ
職延人数

目標 1事業所 2人 2人 400人 400人

実績

名称

理学療法を
活用した支
援体制の構
築

リハビリ専
門職配置数

リハビリ専
門職配置数

市の介護予
防事業に従
事したリハ
職延人数

1事業所 2人 2人

178.0% -

成
果
指
標

名称
利用者の身
体的機能維
持・向上率

要介護認定
率

要介護認定
率

要介護認定
率

要介護認定
率

目標 50.00%

-

18.50% 18.30% 19.10% 19.50%

目標比

実績 89.00% 18.09%

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 03 項 03

小 26 目 04

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費

○ ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

事業の取組状況

226 190

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第7期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

介護保険法

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例 胎内市介護保険条例 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

3,688 3,355 5,123 5,403

5,718 5,810 8,872 9,364

5,882 6,036

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

○

主な
実施内容

・生活支援コーディネーターの配置
・資源開発、ネットワークの構築等生活支援体制整備
・協議体を設置しての多様な主体との定期的な情報共有及び連携・
協働

令和2年度 令和3年度

△

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 一部

実施

一部
実施

○

○

事業コード 240326

事務事業名 生活支援体制整備事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備 包括的支援事業・任意事業費

生活支援体制整備事業 生活支援体制整備事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

　高齢者の生活を支えるために、生活支援・介護予防サービス提供
体制の整備を行う。地域の実情に合わせた生活支援サービスを創出
する。生活支援の担い手の養成・発掘等の社会資源の開発やネット
ワーク化を行う。

達成度

平成29年度

事務区分

臨時(h) 0 0 100

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

実績

算出方法

715 1,118 1,709 2,151

総事業費＋人件費

正(h) 89 122 100

164

1,315

人件費（千円）

9,062

1,337 2,040 1,810

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

生活支援
コーディ
ネーター配
置数

目標 16回 5人 6人 6人 6人

実績

名称
協議体によ
る体制整備
検討会数

生活支援
コーディ
ネーター配
置数

生活支援
コーディ
ネーター配
置数

生活支援
コーディ
ネーター配
置数

4回

3か所

173.9%

15か所 23か所 26か所 29か所

31か所

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

5人 6人

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

◎ ◎ ◎

600.0% 206.7%

成
果
指
標

名称

住民主体に
よる介護予
防、生活支
援サービス
の活動数

住民主体に
よる介護予
防、生活支
援サービス
の活動数

住民主体に
よる介護予
防、生活支
援サービス
の活動数

住民主体に
よる介護予
防、生活支
援サービス
の活動数

住民主体に
よる介護予
防、生活支
援サービス
の活動数

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋委託

財源「その他」 内訳 第１号保険料

事業費の
主な支出内容

報酬（218千円）、賃金（3,793千円）、委託料（4,828千円）

達成度の
判定理由

住民運営による介護予防のための「通いの場」及び生活サポート団
体が各地に創出され、目標値を上回った。

今後の方向性 ②

所
見

休廃止

目標比

40か所実績 18か所

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

○

改革改善の実施状況（平成29年度～）

・生活支援コーディネーターを中心に、地域に不足している生活支援サービス
について協議体などで協議し、社会資源の把握及び整理を行い、社会資源マッ
プを作成した。
・ボランティア活動に関心のある住民に対してアプローチを行い、生活支援を
担う市民ボランティア「健伸びサポート隊」の弁当配達部門を立ち上げ、居宅
要支援者等の食支援と見守り声かけ支援活動に取り組んでいる。
・地域における介護予防の取組推進のため、生活支援コーディネーターや保健
師等が地域に赴き、地域の現状把握と「住民主体の通いの場」の立上げ支援を
行った。

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　高齢者を支える地域の支え合い体制づくりを推進することが課題で
ある。
　様々な地域活動のコーディネート機能を担う生活支援コーディネー
ターを配置し、引き続き社会資源や生活支援サービスの把握と情報整
理を行い、把握した情報は住民や地域包括支援センター、介護支援専
門員等に周知して活用を図り、不足している生活支援についてはサー
ビスの創出を行っていく。
　当事業の推進には、地域づくりの視点を持ち、地域特性や地域課題
を把握することができる生活支援コーディネーターが必要である。地
域の特性に合わせた細やかな生活支援が可能となるよう、小学校区域
に１名の配置を目指していきたい。

今後の方向性 ②

令和2年度 令和3年度

－

平成29年度 平成30年度



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 04

中 03 項 03

小 27 目 06

　 ○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

改革改善の実施状況（平成29年度～）

（該当なし）

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金に係る評
価指標の一つであることから、事業の廃止縮小は難しい。
他市町村の実施方法等を参考に、必要に応じて改善を行っていく。

今後の方向性 ③

○

社会資源の開発や市内施設の福祉従事者に対する資質向
上を目的としており、委託等ではなく直営が適切であ
る。

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

一部
実施

×

○

－

平成29年度 平成30年度 令和元年度

算出方法

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

令和元年度事業費内訳：報酬（76千円）、報償費（288千円）

達成度の
判定理由

成果指標である要介護認定率が微減したため。

協働または民間への外部
化が不可能な理由

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ③

所
見

妥
当
性

効
率
性

事業年度 令和元年度 会計区分 介護保険事業特別会計

第７期胎内市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

介護保険法

胎内市地域ケア会議設置要綱 関連計画

実施方法 市が直接実施

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

事業の取組状況

○

以下の３つの会議を実施する。
①定例地域ケア会議：個別ケースの検討
②地域ケア検討部会：地域課題の整理
③地域ケア推進部会：地域課題の把握、地域づくり・資源開発や政
策形成に向けた検討

達成度

事業の
目的・概要

　高齢者の生活を支えるために、生活支援・介護予防サービス提供
体制の整備を行う。地域の実情に合わせた生活支援サービスを創出
する。生活支援の担い手の養成・発掘等の社会資源の開発やネット
ワーク化を行う。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 義務＋任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○ 　

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

事業コード 240327

事務事業名 地域ケア会議推進事業〔介護保険事業特別会計〕
担当課 福祉介護課

地域支援事業費

施　策 10 高齢福祉
サービスの提供体制の整備 包括的支援事業・任意事業費

地域ケア会議推進事業 地域ケア会議推進事業費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域包括支援センター係

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業の点検項目

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

△

- - 210 330

- - 365 574総事業費（千円）

○

- - 83 112

- - 0 0

- - 114

- - 72 132

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

- - 479

実績

臨時(h) - - 0

- - 60

事業の方向性（案）

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

17.90%

地域ケア会
議の開催回
数

目標 16回 14回 14回

実績

名称
地域ケア会
議の開催回
数

地域ケア会
議の開催回
数

11回

成
果
指
標

名称
要介護認定
率

要介護認定
率

要介護認定
率

目標

-

18.3% 19.1% 19.5%

目標比

実績

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 03

中 04 項 01

小 11 目 03

○ ○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

コスト投入の方向性

維持

縮小

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

100.0% 100.0%

成
果
指
標

名称
要措置者に
対する措置
実施率

要措置者に
対する措置
実施率

要措置者に
対する措置
実施率

要措置者に
対する措置
実施率

要措置者に
対する措置
実施率

目標 100%

100.0%

100% 100% 100% 100%

目標比

実績 100% 100% 100%

年間措置者
数（累計）
※やむを得
ない措置含

目標 32人 32人 32人 45人 45人

実績

名称
年間措置者
数

年間措置者
数

年間措置者
数

年間措置者
数（累計）
※やむを得
ない措置含

51人 51人 51人

事業の方向性（案）

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

90,346 96,234 93,200

実績

臨時(h) 0 0 0

120 130 150

19,440 19,320

0 0 0 0

221 241 285

74,733 77,885 73,475 79,000

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

事業の点検項目

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

○

0 0 0 0

90,125 95,993 92,915 98,320総事業費（千円）

○

15,392 18,108

事業コード 240411

事務事業名 老人福祉施設入所措置事業
担当課 福祉介護課

民生費

施　策 10 高齢福祉
安心して暮らし続けることができる環境整備 社会福祉費

老人福祉施設入所措置事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係

達成度

事業の
目的・概要

　老人福祉法第11条及び第10条の規定に基づき、経済的に困窮し、
環境悪化が著しい等の理由により自立した生活を営むことが困難で
ある高齢者を市が養護老人ホームへ入所措置する。

達成度

平成29年度

事務区分
法定受託事務 自治事務 根拠法令

法令による義務付け 義務 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

◎ ◎ ◎

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

胎内市高齢者保健福祉計画

老人福祉法

関連計画

実施方法 市が直接実施＋委託

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

事業の取組状況

○

・養護老人ホームへの入所措置、短期入所措置業務

財源「その他」 内訳 老人福祉施設入所者負担金

事業費の
主な支出内容

老人福祉施設入所措置事業委託料92,755千円

達成度の
判定理由

協働または民間への外部
化が不可能な理由

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ③

所
見

妥
当
性

効
率
性

改革改善の実施状況（平成29年度～）

老人福祉法に基づく事業であるため該当しない

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

高齢化や核家族化、虐待、親族との疎遠などにより、家族等による支
援を受けられない方が増えている。それに併せ、社会保障等の変化か
ら経済的困窮者も増えており、生活苦や病院退院後行き場のない者な
どの相談件数が増えている。老人福祉法に基づいた措置であるため、
全ての相談者が対象とはならないが、生命の保全において、その判断
はデリケートである。措置者数は少ない方が社会的にはよい状況では
あるが、現状から減る見込みはない。

今後の方向性 ③

△

老人福祉法により定められているため。

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

×

実施

△

○

平成29年度 平成30年度 令和元年度

算出方法



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 03

中 99 項 01

小 13 目 03

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

事業の取組状況

28 28

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

胎内市高齢者保健福祉計画

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

法令による義務付け 任意 関連条例 胎内市高齢者及び障害者向け安心住まいる整備補助事業実施要綱 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

573 481 344 487

1,272 966 691 999

1,309 994

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

○

主な
実施内容

・住宅改修補助金の交付
・介護保険給付や障害福祉給付に上乗せする補助金である。
・補助基準額　30万円
・世帯課税区分により補助基準額×補助率で補助金が交付される。
・世帯の年収要件により非該当あり。

令和2年度 令和3年度

○

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 ×

×

○

○

交付事務のため

事業コード 249913

事務事業名
胎内市高齢者及び障害者向け安心住まいる整備補助事
業

担当課 福祉介護課

民生費

施　策 10 高齢福祉
その他 社会福祉費

胎内市高齢者及び障害者向け安心住まいる整備補助事業 老人福祉費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

要介護高齢者及び障がい者が、住宅をその身体状況に適したものに
改造等を行う際に要する経費を補助する。

達成度

平成29年度

事務区分

臨時(h) 0 0 0

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

実績

算出方法

699 485 347 512

総事業費＋人件費

正(h) 20 15 15

37

0

人件費（千円）

719

0 0 0

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

相談件数

目標 4件 4件 4件 4件 4件

実績

名称 相談件数 相談件数 相談件数 相談件数

10件

4件

150.0%

4件 4件 4件 4件

5件

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

5件 6件

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

◎ ◎ ◎

250.0% 125.0%

成
果
指
標

名称 申請件数 申請件数 申請件数 申請件数 申請件数

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋補助・負担

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

住宅改修費補助金　691,000円

達成度の
判定理由

目標を達成している。

今後の方向性 ③

所
見

休廃止

目標比

6件実績 10件

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

○

改革改善の実施状況（平成29年度～）

（該当なし）

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

介護保険改修事業等の法廷給付のみでは、適切な改造に要する費用に
満たない場合や、介護保険対象外事業、障害者に対して支援している
事業である。
県単独補助事業で県内全ての市町村で実施されている事業であること
からも継続が必要である。

今後の方向性 ③

令和2年度 令和3年度

－

平成29年度 平成30年度



事務事業評価シート（評価対象年度：令和元年度事業）

大 24 款 03

中 99 項 01

小 14 目 05

○

１ ５

２

国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①

⑤ ③

⑥

⑦

コスト投入の方向性

維持

縮小

目標比

8,262人実績 8,655人

休廃止

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

7,041人

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

達成度

達成度

平成29年度

× ×

43.0% 35.2%

成
果
指
標

名称
施設利用者
数（貸部屋＋
食堂）

施設利用者
数（貸部屋＋
食堂）

施設利用者
数（貸部屋＋
食堂）

施設利用者
数（貸部屋＋
食堂）

施設利用者
数（貸部屋＋
食堂）

目標 20,000人

82.6%

20,000人 10,000人 14,000人 16,000人

施設利用日
数（貸し部
屋）

施設利用日
数（貸し部
屋）

施設利用日
数（貸し部
屋）

施設利用日
数（貸し部
屋）

108日 93日 121日

3,519 3,357

0 0

事業の方向性（案）

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

施設利用日
数（貸し部
屋）

目標 217日 217日 217日 217日 217日

実績

名称

人件費（千円）

令和2年度 令和3年度

15,601 3,702 4,013

実績

臨時(h) 0 0 0

288 240 260

3,257

事業の点検項目

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

×

0 0 0 0

15,071 3,257 3,519 3,357総事業費（千円）

○

事業の
目的・概要

樽ヶ橋エリアの活性化のため、福祉交流センター（有楽荘）の施設
内で食堂を運営するほか、研修室の貸し出しを行う。管理運営につ
いては指定管理者へ委託している。

事業コード 249914

事務事業名 福祉交流センター運営事業
担当課 福祉介護課

民生費

施　策 10 高齢福祉
その他 社会福祉費

福祉交流センター運営事業 福祉交流センター費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係

自治事務 根拠法令

法令による義務付け 任意 関連条例

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0 0

11,600 0 0 0

530 445 494

3,471

△

総事業費＋人件費

正(h)

主な
実施内容

事業年度 令和元年度 会計区分

財源「その他」 内訳

事業費の
主な支出内容

・施設管理委託費　3,200千円

今後の方向性 ②

○

△

平成29年度 平成30年度 令和元年度

算出方法

事務区分
法定受託事務

一般会計

樽ヶ橋エリア活性化基本計画・実施計画関連計画

実施方法 指定管理

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

事業の取組状況

×

・施設の管理運営
・施設改修工事

○

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

×

実施

達成度の
判定理由

前年度と比較し、利用者数は増加しているが、目標値に達していな
いため。

協働または民間への外部
化が不可能な理由

単
位
コ
ス
ト

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

今後の方向性 ②

所
見

妥
当
性

効
率
性

改革改善の実施状況（平成29年度～）

福祉交流センター（有楽荘）を改修し、食堂を設置し樽ケ橋エリアの魅力向上
を図る

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

　令和2年4月1日から、新指定管理者と令和7年3月までの5年間指定管
理協定を締結し、食堂をリニューアルオープンした。今後は、樽ヶ橋
エリアの新たな食堂として積極的にPRを行い、施設の利用客やエリア
全体の来場者の増加を目指す。
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国・県支出金

地 方 債

そ の 他

一般財源

※事
業費
※事
業費 ６

３

７

８

４

④ ② ①
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⑦

事業の取組状況

6 6

事業年度 令和元年度 会計区分 一般会計

法定受託事務 自治事務 根拠法令

総事業費（千円）

事業の点検項目

法令による義務付け 義務 関連条例 胎内市老人医療費助成に関する条例 関連計画

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

民間への外部化(業務委託・指定管理者制度等)は可能か

事業費の状況（※平成29年度～令和元年度は決算額、令和2年度は当初予算額）

46 43 21 60

117 75 75 122

123 81

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

指標値の状況

平成29年度 平成30年度 令和元年度

○：検討可能　△：一部検討可能　×：不可能　実施：実施済　一部実施：一部実施済

住民等の参画、協働は可能か

○：類似事業がない　×：類似事業がある

類似した事業が実施されていないか

○：貢献している　△：一部貢献している　×：あまり貢献していない

○

主な
実施内容

・医療費の一部助成（県補助事業）

令和2年度 令和3年度

○

事業の
目的・概要

協働または民間への外部
化が不可能な理由

施策の目標に対してこの事業が貢献しているか

○：需要がある　△：一部需要がある　▲需要が低下している　×：あまり需要が無い

事業が市民の需要（ニーズ）に合っているか

妥
当
性 ×

×

×

×

県単医療費事業のため。

事業コード 249915

事務事業名 老人医療費助成事業
担当課 福祉介護課

衛生費

施　策 10 高齢福祉
その他 保健衛生費

老人医療費助成事業 健康増進費

基本政策 2 健康・福祉
事業

コード

高齢福祉
予算
科目

担当係 地域福祉係

平成29年度 平成30年度 令和元年度

達成度

高齢者の疾病の早期発見と早期治療を促進し、老人保健の向上と福
祉の推進を図ることを目的に、対象者に医療費を助成する。
※65歳から69歳までの年齢であって、実質的な一人暮らしや、3ヶ
月以上にわたり常時臥床する状態等の基準に該当し、他の医療費の
助成制度を受けてない者に対し、医療費の一部を助成する。

達成度

平成29年度

事務区分

臨時(h) 0 0 0

単
位
コ
ス
ト

効
率
性

令和元年度

0 0 0 0

実績

算出方法

68 6 35 62

総事業費＋人件費

正(h) 3 3 3

6

3

人件費（千円）

81

26 19 0

令和2年度 令和3年度

産
出
指
標

相談件数

目標 3件 3件 2件 2件 2件

実績

名称 相談件数 相談件数 相談件数 相談件数

0件

3件

50.0%

3件 2件 2件 2件

1件

拡充

削
減

縮
小

維
持

拡
大

1件 0件

◎：達成　○：概ね達成　△：やや達成していない　×：達成していない

× × △

0.0% 33.3%

成
果
指
標

名称 申請件数 申請件数 申請件数 申請件数 申請件数

目標

コスト投入の方向性

維持

縮小

実施方法 市が直接実施＋補助・負担

財源「その他」 内訳 平成30年度補助金返還金　19千円

事業費の
主な支出内容

医療費助成　34千円、審査支払手数料　1千円

達成度の
判定理由

対象者が1人であるため。

今後の方向性 ③

所
見

休廃止

目標比

1件実績 0件

今後の方向性

成
果
の
方
向
性

○：適正である　△：検討・見直しが必要　－：該当しない

受益者負担は事業コストに対して適正か

○：削減の余地なし　△：一部削減の余地あり　×：削減の余地あり

事業費や人件費に削減の余地はないか

○：改善の必要なし　△：一部改善が必要　×：改善が必要

事業実施のプロセスや手続きに改善が必要か

二次評価

事業の方向性（案）

○

改革改善の実施状況（平成29年度～）

（該当なし）

課
題
及
び
今
後
の
対
応
・

改
革
改
善
方
法

現在、利用条件を満たす方がどの程度いるのか把握は困難である。
医療機関への受診控えにより体調悪化がないように配慮する必要があ
るため、地域包括支援センターや居宅介護支援事業所、せいかつ応援
センター等への周知を図る。
県単独補助事業であることからも継続が必要である。

今後の方向性 ③

令和2年度 令和3年度

－

平成29年度 平成30年度


